
１　推進状況及び評価

R６ R７ R８ R９ R10 R11

1 1

（R5） （R6） （R7） （R8） （R9） （R10）

5.7 5.7

（R4） （R5） （R6） （R7） （R8） （R9）

4.8 4.9

（R4） （R5） （R6） （R7） （R8） （R9）

5.6 5.8

（R4） （R5） （R6） （R7） （R8） （R9）

11.8 11.3

（R4） （R5） （R6） （R7） （R8） （R9）

13.4 13.1

（R4） （R5） （R6） （R7） （R8） （R9）

＊1　目標値の考え方における「現状」は、計画策定時の数値を基本とする。

２　取組の内容等
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ポスター掲示 (一社）羊蹄医師会 同左

敷地内禁煙の実施 (一社）北海道薬剤師会後志支部 同左

ホームページ、ポスター掲示による禁煙の取組の周知 照会した12医療機関のうち、6医療機関で実施 同左

講演会等の開催 照会した12医療機関のうち、1医療機関で実施 同左

喫煙場所の設置 指定相談支援事業所やすらぎ 同左

【評価】
○受動喫煙の防止に関しては、市
町村、医療機関、関係団体のすべ
てから取組の報告があり、社会全体
として対策の重要性が浸透している
様子が伺える。
○公共施設や病院敷地内での禁煙
実施に関しては、法整備により対策
が取られてるものの、市町村及び医
療機関の取組状況は100%に至って
おらず、実態と回答に齟齬が生じて
いる可能性がある。
【課題】
○道立保健所としては、受動喫煙防
止の取組を推進するために、引き続
き、法制度の周知等に努める必要が
ある。

公共施設での禁煙実施 20市町村のうち、17市町村で実施 同左

事業所に対する禁煙や適切な分煙に関する普及啓発 20市町村のうち、11市町村で実施 同左

家庭での禁煙・適切な分煙の推奨 20市町村のうち、12市町村で実施 同左

◎医療機関の取組

敷地内禁煙の実施 照会した12医療機関のうち、8医療機関で実施 同左

「北海道のきれいな空気の施設」登録事業等の推進 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

適切な受動喫煙対策を実施するための助言・指導 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

院内における喫煙防止研修 照会した12医療機関のうち、1医療機関で実施

倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

◎関係団体の取組

受動喫煙を防止するために、
公共施設を始め職場や家庭に
おける禁煙や適切な分煙を進め
ます。

◎市町村の取組

「北海道のきれいな空気の施設」登録 20市町村のうち、14市町村で実施 同左

◎道立保健所の取組

受動喫煙防止に向けた説明会の開催 未実施 １増加する見込み

同左

◎関係団体の取組

たばこをやめたい人が、医療
機関、薬局、市町村、保健所や
事業所などの身近なところで禁
煙支援を受けることができる体制
の整備を促進します。

◎市町村の取組

◎道立保健所の取組

【評価】
○禁煙希望者への支援は、市町村
においては個別健康相談と禁煙外
来の照会の2つの方法が考えられる
が、双方ともに実施がない町村が存
在する。
○一部の医療機関では、禁煙外来
が設置されるほか、治療に応じて禁
煙指導が実施されている。
【課題】
○管内においては禁煙外来が偏在
していることから、禁煙治療を希望す
る住民にとって支援を受けやすい環
境や情報の整理が必要。

禁煙希望者への禁煙外来の紹介 20市町村のうち、14市町村で実施 1減、2増で1増加する見込み

健康相談窓口、個別健康相談における禁煙支援 20市町村のうち、14市町村で実施 ２増加する見込み

妊娠届出時や訪問における妊産婦に対する禁煙指導 20市町村のうち、17市町村で実施 同左

禁煙外来の設置
照会した12医療機関のうち、2医療機関で実施
（小樽市立病院、（福）北海道社会事業協会小樽病院）

同左

ホルモン治療時の禁煙指導 （医）新開レディースクリニック 同左

禁煙相談窓口の設置、禁煙外来の紹介

児童及び生徒ががんに関する
理解を深めるとともに、がん予防
を実践できるよう取組を推進しま
す。

◎市町村の取組

健康教育の実施
照会した12医療機関のうち、2医療機関で実施
（小樽市立病院、（福）北海道社会事業協会小樽病院）

同左

パンフレット、リーフレット等を活用した普及啓発 小樽市立病院 同左

学校におけるがん教育への協力 未実施 ２増加する見込み

◎医療機関の取組

◎関係団体の取組

【評価】
○市町村では、児童や生徒を対象と
した取組が一部で実施されている。
○医療機関では、地域がん診療連
携拠点病院となる小樽市立病院を
始め、小樽協会病院から実績の報
告があった。
【課題】
○保健所としては今後、子どもたち
の健康意識の向上を目指した関係
機関の連携に向け、体制づくりを
行っていくことが必要。
※R6.4.1現在、後志管内において、
中学生を対象としたピロリ菌検査は5
町村で実施されている。

児童や生徒、保護者等に対するパンフレット、リーフレット等を活用した普及
啓発

20市町村のうち、3市町村で実施 １増加する見込み

児童や生徒、保護者等に対する健康教育の実施 20市町村のうち、2市町村で実施

がん予防のための望ましい食習慣に関する食事指導
照会した12医療機関のうち、2医療機関で実施
（小樽市立病院、（福）北海道社会事業協会小樽病院）

同左

◎関係団体の取組

同左

ピロリ菌検査の実施 仁木町 実施している機関が追加される見込み※

◎道立保健所の取組

【評価】
○市町村における普及啓発は、が
ん予防に特化すると、実績の回答は
半数となる。
○道立保健所においては、「がん征
圧月間」に併せたパネル展等によ
り、普及啓発を実施。
○医療機関では、地域がん診療連
携拠点病院となる小樽市立病院を
始め、小樽協会病院から実績の報
告があった。
【課題】
○がんを含めた生活習慣病予防の
一環として、望ましい食習慣に関す
る普及啓発が継続されることが重
要。

がん予防のための望ましい食習慣に関するパンフレット等を活用した普及啓
発

20市町村のうち、10市町村で実施 同左

がん予防のための望ましい食習慣に関する食事指導 20市町村のうち、10市町村で実施 同左

◎道立保健所の取組

◎関係団体の取組

「どさんこ食事バランスガイド」
など、対象に合わせた媒体を活
用し、がんを予防するための望
ましい食習慣の定着に努めま
す。

◎市町村の取組

イベント等におけるライフステージ別「どさんこ食事バランスガイド」の配布 倶知安保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

がん予防のための望ましい食習慣に関するパンフレット等を活用した普及啓
発

照会した12医療機関のうち、2医療機関で実施
（小樽市立病院、（福）北海道社会事業協会小樽病院）

同左

照会した12医療機関のうち、2医療機関で実施
（小樽市立病院、(福）北海道社会事業協会岩内病院）

同左

がん医療に関する院内掲示や配布物 （福）北海道社会事業協会小樽病院 同左

◎医療機関の取組

展示会やイベント等を活用した普及啓発
照会した12医療機関のうち、2医療機関で実施
（小樽市立病院、(福）北海道社会事業協会岩内病院）

同左

健康のために望ましい生活習
慣やがんに関する正しい知識を
身につけることができるよう普及
啓発を行います。

◎市町村の取組 【評価】
○普及啓発は各市町村に応じた手
段により広く実施されている。
○道立保健所においては、「がん征
圧月間」に合わせたパネル展等によ
り、普及啓発を実施している。
○医療機関では、地域がん診療連
携拠点病院となる小樽市立病院を
始め、小樽協会病院、岩内協会病
院から実績の報告があった。
【今後の方向性】
○取組は概ね実施されているので、
引き続き、保健活動等を通じた周知
を行っていくとともに、各種月間・週
間行事に併せた効果的な普及啓発
を行っていく。

広報、防災無線、ホームページ、ポスター掲示等を活用した普及啓発 20市町村のうち、18市町村で実施

◎道立保健所の取組

各種パネル展の開催による普及啓発 倶知安保健所で実施 同左

同左

冊子、パンフレット、リーフレット等の配付 20市町村のうち、16市町村で実施 同左

健康教育の実施 20市町村のうち、10市町村で実施 １増加する見込み

講演会等の開催

施策
施策の主な取組状況及び翌年度以降の見込状況

取組の評価・課題
令和６年度の取組実績 令和７年度の実施見込

（がん予防の推進）

大腸

　がん検診受診率（％） 乳 12.7 13.7以上 全道値

5.5 5.5以上
現状より

増加

　がん検診受診率（％） 子宮頸 11.5 16.3以上 全道値

体制整備 北海道がん診療連携拠点病院（か所） 1 1 現状維持 　北海道地域保健課（R４）
現状は維持されており、現在の指定
期間は令和6年4月1日から令和9年
3月31日となっている。

実施件数等

　がん検診受診率（％） 胃 5.5 5.5以上
現状より

増加

　令和３年度地域保健・健康増進
　事業報告（厚生労働省）
　国目標値：60％以上

子宮頸がんを除く部位で策定時より
ポイント数は増加している。
胃がん、肺がん、大腸がんの受診率
が全道を上回る一方で、子宮頸がん
及び乳がんの受診率は全道を下
回っている。
【全道】
胃4.9%、肺4.2%、大腸4.9%
子宮頸17.4%、乳14.5%

　がん検診受診率（％） 肺 4.6 4.6以上
現状より

増加

　がん検診受診率（％）

北海道医療計画 後志地域推進方針（令和６年度～令和11年度）の推進状況

01　がんの医療連携体制

指標区分 指標名（単位）

地域推進方針における指標 評価年度（上段：実績値、下段：実績年）

令和６年度の評価現状値 目標値
（R11）

目標値の
考え方＊1

現状値の出典
（策定時・見直し時の年次）

中間見直し前 中間見直し後

計画策定時 中間見直し時
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施策
施策の主な取組状況及び翌年度以降の見込状況

取組の評価・課題
令和６年度の取組実績 令和７年度の実施見込
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【評価】
○拠点病院では、がんゲノム医療に
関する普及啓発が実施されている。
【課題】
○市町村での実績は少ないが、住
民に対して適時に情報が提供される
ことが重要である。

パンフレット等を活用した普及啓発 20市町村のうち、4市町村で実施 同左

◎道立保健所の取組

がんゲノム医療に関する普及啓発 照会した12医療機関のうち、1医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

各種パネル展の開催による普及啓発 倶知安保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

○ 国が指定するがんゲノム医療
中核拠点病院等による、ゲノム
医療の連携体制の構築に努め
るとともに、がんゲノム情報の取
扱やがんゲノム医療に関する住
民の理解を促進するため、普及
啓発に努めます。

◎市町村の取組

○ 拠点病院等が行うがん患者相
談支援、患者サロンの利用によ
るピアサポート、緩和ケア等につ
いて、地域での共同活用を推進
していくとともに、住民に普及啓
発を図っていきます。

◎市町村の取組

各種パネル展の開催による普及啓発 倶知安保健所で実施

【評価】
○拠点病院ではサロンを開催するな
どし、患者のサポートを行っている。
【課題】
○市町村での実績は少ないが、住
民に対して適時に情報が提供される
ことが重要であるため、日頃から利
用できる資源等を整理しておく必要
がある。

がん患者相談支援、患者サロン、緩和ケア等に関する周知 20市町村のうち、7市町村で実施 ２増加する見込み

北海道がんサポートハンドブックの活用 20市町村のうち、8市町村で実施 ２増加する見込み

◎道立保健所の取組

がん患者サロンの開催 照会した12医療機関のうち、1医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

同左

◎医療機関の取組

ポスター掲示等によるがん患者サロン、緩和ケア等に関する周知 照会した12医療機関のうち、1医療機関で実施 同左

【評価】
○地域がん診療連携拠点病院とな
る小樽市立病院を始め、済生会小
樽病院では多職種によるチームを編
成し、病床や在宅における緩和ケア
に取り組んでいる。
【今後の方向性】
○引き続き、関係機関や職種による
切れ目のない支援に努める。

緩和ケアの推進に向けた関係機関との連携 20市町村のうち、6市町村で実施 １増加する見込み

◎道立保健所の取組

「がん・糖尿病専門部会」における取組の協議・検討 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

「がん・糖尿病専門部会」への出席 (一社）北海道薬剤師会後志支部 同左

○ がんと診断された時からの在
宅を含む緩和ケアが推進される
よう、道や拠点病院等は、がん
診療に携わる医師をはじめ医療
関係職員等、緩和ケア病床を有
する医療機関や在宅療養支援
診療所、薬局等の関係機関との
連携を推進します。

◎市町村の取組

◎医療機関の取組

緩和ケアチームとの連携
照会した12医療機関のうち、2医療機関で実施
（小樽市立病院、（福）恩賜財団済生会支部北海道済
生会小樽病院）

同左

◎関係団体の取組

○ 国が指定する小児がん拠点病
院等と地域の医療機関は、小
児・AYA世代のがん患者が適切
な治療や支援が受けられるよう、
診療体制や機能等の情報を共
有し、連携体制の構築に取り組
みます。

◎市町村の取組

小児がん拠点病院等との連携
照会した12医療機関のうち、1医療機関で実施
（小樽市立病院）

【評価】
○圏域唯一の地域がん診療拠点病
院により、小児・AYA世代を含めた
がん医療が支えられている。
【今後の方向性】
○引き続き、拠点病院による地域の
医療体制の維持に努める。

◎道立保健所の取組

◎医療機関の取組

北海道がん診療連携協議会への参画
照会した12医療機関のうち、1医療機関で実施
（小樽市立病院）

同左

同左

◎関係団体の取組

「がん・糖尿病専門部会」における取組の協議・検討 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

理学療法ハンドブック　シリーズ⑪がんの配布 (公社）北海道理学療法士会後志支部 同左

（がん医療連携体制の整備）

○ より身近なところで必要ながん
医療を受けることができるよう、
拠点病院等、その他のがん医療
を行う医療機関、在宅療養支援
診療所、訪問看護事業所、薬
局、歯科医療機関等の関係機
関との連携を促進し、診断から、
治療、緩和ケア、リハビリテー
ション、在宅医療に至るまでのが
ん医療提供体制の整備や必要
な情報共有を促進します。

◎市町村の取組 【課題】
○実績（もしくは事例）は少ないが、
がん患者を取り巻く関係機関の連携
や在宅での療養支援を通じて、住民
のニーズに応えていけるよう、取組を
検討して行く必要がある。

身近なところでがん医療を受けるための関係機関との連携 20市町村のうち、6市町村で実施 ２増加する見込み

地元医療機関や近隣自治体の医療機関と連携した、がん患者の在宅医療
に対する支援

20市町村のうち、8市町村で実施 ２増加する見込み

◎道立保健所の取組

乳がん患者に対する地域連携パスの活用 照会した12医療機関のうち、1医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

同左

◎関係団体の取組

がん登録に関する普及啓発 未実施 １増加する見込み

◎医療機関の取組

がんの罹患や治療後の経過等
に関する情報が予防・治療等に
効果的に活用されるよう、住民
への普及啓発を行います。

◎市町村の取組 【評価】
○がん登録に関する普及啓発は、
市町村業務として馴染まないため、
現状では保健所が行っていくことが
適当であると考えられる。
【課題】
○がん対策を推進するために、がん
登録という仕組みがあることについ
て住民に周知するとともに、生活習
慣改善のきっかけとなるよう、がん登
録から得られた情報をわかりやすく
還元する取組を行っていく。

子宮がん検診、乳がん検診の同時実施 小樽市立病院 同左

◎関係団体の取組

がん登録に関する普及啓発 20市町村のうち、3市町村で実施 １増加する見込み

◎道立保健所の取組

（がん登録の推進）

診療実績のホームページ掲載 照会した12医療機関のうち、3医療機関で実施

◎医療機関の取組

ポスターによる取組の周知 (医）新開レディースクリニック 同左

◎道立保健所の取組

管内市町村におけるがん検診の実施状況に関する実態把握 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

○ 道や市町村は、がん検診と特
定健診との一体的な実施を促進
するとともに、好事例の情報共有
や、効果的ながん検診の受診方
法を検討するなど、受診率の向
上を図るための取組を進めま
す。特に子宮がん及び乳がん検
診の受診率向上を図るための取
組を強化します。

◎市町村の取組 【評価】
○市町村ではがん検診を受けやす
い体制の整備として、あらゆる取組
を行っている。中でも、がん検診と特
定健診の同時実施や子宮頸がん検
診、乳がん検診の同時実施、個別
健診の実施ができる環境が整えら
れ、住民にとっては受診に選択肢が
用意されている。
○医療機関においては、がん検診
を引き受ける側としての実績が記載
されており、それぞれの立場におけ
る取組を知ることができた。
【課題】
○受診率向上のためには、さらなる
取組が必要。

がん検診の休日実施、早朝実施 20市町村のうち、19市町村で実施 同左

バス送迎、託児所の設置

子宮がん検診、乳がん検診の同時実施 20市町村のうち、20市町村で実施 同左

個別健診の実施 20市町村のうち、19市町村で実施 同左

20市町村のうち、16市町村で実施 同左

無料クーポン配付、無料化年齢の拡大 20市町村のうち、18市町村で実施 同左

がん検診と特定健診の同時実施 20市町村のうち、20市町村で実施 同左

各種パネル展の開催による普及啓発 倶知安保健所で実施 同左

◎関係団体の取組

ポスター掲示 (一社）羊蹄医師会 同左

検診の実施 （福）北海道社会事業協会小樽病院 同左

パンフレット等の配付 小樽市立病院 同左

冊子、パンフレット、リーフレット等の配布によるがん検診の周知、受診勧奨 20市町村のうち、19市町村で実施 同左

個別通知、電話による受診勧奨 20市町村のうち、19市町村で実施 同左

○ 道や市町村は、がん検診の受
診率向上に向け、関係機関との
連携やSNSなども活用した普及
啓発の取組を進めます。

◎市町村の取組 【評価】
○市町村ではそれぞれに応じた手
段によりがん検診の周知、受診勧奨
を行っている。
○当該施策の主語を道や市町村と
していたが、医療機関や関係機関か
らも具体的な取組が報告されてお
り、あらゆる機会を通じて普及啓発
が行われていることがわかった。
【今後の方向性】
○取組は概ね実施されているので、
引き続き、保健活動等を通じた周知
を行っていくとともに、各種月間・週
間行事に併せた効果的な普及啓発
を行っていく。

広報、防災無線、ホームページ、ポスター掲示等を活用したがん検診の周
知、受診勧奨

20市町村のうち、20市町村で実施 同左

◎医療機関の取組

がん検診の受託 (医）新開レディースクリニック 同左

◎道立保健所の取組

（がんの早期発見）
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１　推進状況及び評価

R６ R７ R８ R９ R10 R11

26 29

（R5） （R6） （R7） （R8） （R9） （R10）

35.2

（R5） （R6） （R7） （R8） （R9） （R10）

32.2

（R5） （R6） （R7） （R8） （R9） （R10）

10.7 10.6

（R3） （R4） （R5） （R6） （R7） （R8）

5.4 5.0

（R3） （R4） （R5） （R6） （R7） （R8）

＊1　目標値の考え方における「現状」は、計画策定時の数値を基本とする。

２　取組の内容等

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

生活習慣改善に関する指導の実施 照会した12医療機関のうち、5医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

【評価】
○市町村においては、特定保健指
導の実施や未治療者への受診勧奨
が徹底されている。
○糖尿病重症化予防プログラムに
関しては、対象者の有無にはばらつ
きがあり、実施状況は様々で、糖尿
病連携手帳の活用や歯科検診の受
診勧奨は取組に差がある。
○公立、公的病院においては、生活
習慣改善に関する指導が行われて
おり、中には特定保健指導について
も実施している病院がある。
○関係団体の取組としては、理学療
法士会が糖尿病の療養に関するハ
ンドブックを配布している。
【課題】
○住民に対する切れ目のない支援
を実現するために、これら地域の取
組が有機的に作用することが重要。

特定保健指導の実施、未治療者への受診勧奨 20市町村のうち、20市町村で実施 同左

糖尿病性腎症重症化予防プログラムの実施 20市町村のうち、18市町村で実施 同左

糖尿病連携手帳の活用 20市町村のうち、12市町村で実施 ２増加する見込み

◎医療機関の取組

特定保健指導の実施 照会した12医療機関のうち、4医療機関で実施 同左

小樽市糖尿病性腎症重症化予防対策協議会の開催 小樽市（小樽市保健所） 同左

◎道立保健所の取組

理学療法ハンドブック　シリーズ⑥糖尿病の配布 (公社）北海道理学療法士会後志支部

JA北海道厚生連ようてい訪問看護ステーション 同左

医療保険者は、糖尿病の発症
リスクがある方に対して、特定保
健指導や医療機関の受診勧奨
を実施するとともに、生活習慣の
改善が図られるよう、医療との連
携により支援します。

◎市町村の取組

歯科検診の受診促進 20市町村のうち、14市町村で実施 １増加する見込み

同左

糖尿病の合併症のひとつであ
る慢性腎臓病は、QOLへの影響
が大きいことから、多くの人が疾
患について理解することが重要
であるため、早期発見や血糖・
血圧の適切な管理に関する、正
しい知識の普及啓発を図りま
す。

◎市町村の取組 【評価】
○市町村における普及啓発は、慢
性腎臓病に特化すると、実績の回答
は糖尿病よりも減少する。
○医療機関では、公立、公的病院
において、媒体を活用した知識の普
及が行われている。
○訪問看護においては、依頼に基
づき慢性腎臓病患者への支援が実
施されている。
【今後の方向性】
○慢性腎臓病に関する住民の認知
度向上に向け、引き続き、普及啓発
に努める。

広報、防災無線、ホームページ等を活用した慢性腎臓病に関する知識の普
及

20市町村のうち、13市町村で実施 １増加する見込み

◎道立保健所の取組

パンフレット、掲示物等を活用した慢性腎臓病に関する知識の普及 照会した12医療機関のうち、5医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

各種パネル展の開催による普及啓発 倶知安保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

依頼があれば体調観察や食事療法生活指導の訪問看護を実施しています

【評価】
○普及啓発は市町村、道立保健
所、それぞれに応じた手段により広
く実施されている。
○市町村においては保健指導や健
康教育など対面の支援も行われて
いる。
○医療機関においては、健康セミ
ナーへの講師派遣による集団指導
のほか、外来受診時の個別指導が
実施されている。
【今後の方向性】
○糖尿病の発症予防等に関して
は、あらゆる機会を通じて、周知徹
底が図られているため、取組を継続
する。

広報、防災無線、ホームページ等を活用した糖尿病に関する知識の普及 20市町村のうち、17市町村で実施 同左

生活習慣改善に関する保健指導の実施 20市町村のうち、20市町村で実施 同左

生活習慣改善に関する健康教育の実施 20市町村のうち、17市町村で実施 １増加する見込み

検査結果に基づく生活習慣改善に関する指導（外来受診時） 照会した12医療機関のうち、7医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

健康セミナーへの講師派遣 照会した12医療機関のうち、1医療機関で実施 同左

イベント会場等における健康相談の実施 照会した12医療機関のうち、2医療機関で実施 同左

住民向け食生活改善普及に関するセミナーの開催 (公社）北海道栄養士会後志支部 同左

道・市町村・医療保険者が連
携して、適切な食生活及び運動
習慣により糖尿病の発症予防や
改善ができることの普及啓発を
行います。

◎市町村の取組

◎道立保健所の取組

各種パネル展の開催による普及啓発 倶知安保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

◎関係団体の取組

健診機会の確保 指定相談支援事業所やすらぎ 同左

「みなし健診」の実施 照会した12医療機関のうち、4医療機関で実施 同左

特定保健指導の実施 照会した12医療機関のうち、4医療機関で実施 同左

パンフレット、ポスター掲示等を活用した特定健診・特定保健指導の周知 照会した12医療機関のうち、6医療機関で実施 同左

◎道立保健所の取組

各種パネル展の開催による普及啓発 倶知安保健所で実施 同左

道・市町村・医療保険者が連
携して、特定健康診査の意義を
広く周知するとともに、特定健康
診査・特定保健指導の充実に努
めます。

◎市町村の取組 【評価】
○普及啓発は市町村、道立保健
所、それぞれに応じた手段により広
く実施されている。
○その他受診率向上に向けて、集
団健診と個別健診の実施により受診
機会の確保に努めている。
○また、特定健診においては任意
項目が追加され、検査の充実が図ら
れている。
○医療機関では、すべての公立、公
的病院で特定健診・特定保健指導
の周知が行われており、その中に
は、みなし健診や特定保健指導の
実施に取り組む医療機関もあった。
○関係団体としては、健診機会の確
保に取り組む事業所があり、栄養士
会後志支部では住民向けのセミ
ナー開催が行われていた。
【今後の方向性】
○取組は概ね実施されているので、
引き続き、保健活動等を通じた周知
を行っていくとともに、各種月間・週
間行事に併せた効果的な普及啓発
を行っていく。

広報、防災無線、ホームページ、ポスター掲示等を活用した特定健診の周知20市町村のうち、20市町村で実施

眼底検査等、任意項目の追加 20市町村のうち、19市町村で実施 同左

特定保健指導未利用者への利用勧奨 20市町村のうち、17市町村で実施 同左

同左

特定健診未受診者への個別通知 20市町村のうち、20市町村で実施 同左

集団健診と個別健診実施による受診機会の確保 20市町村のうち、20市町村で実施 同左

◎医療機関の取組

施策
施策の主な取組状況及び翌年度以降の見込状況

取組の評価・課題
令和６年度の取組実績あり 令和７年度の実施見込あり

（発症予防対策の充実）

道目標値

　第８回ＮＤＢオープンデータ
　（Ｒ２年度）

男女ともに横ばいで推移。
目標達成に向けては、男女ともに全
道（R3：男性10.3%、女性4.7%、R4：男
性10.2%、女性4.7%）以上の改善率が
必要。女性 5.3 3.3以下 道目標値

住民の
健康状態

　ＨｂＡ1ｃ値が6.5％以上の者の割合
　（40～74歳）（％）

男性 10.6 8.0以下

特定健診受診率、特定保健指導実
施率ともにポイント数は増加。
特定健診受診率に関しては、全道の
割合を上回っているが（道：30.6%）、
特定保健指導実施率は下回っている
（道：37.7%）。

　特定保健指導実施率（％） 31.0 45.0以上 国目標値

現状より
増加

　北海道保健福祉部調べ
　（令和４年４月１日現在）

3か所増となっているが、年度により回
答内容が異なる医療機関があるの
で、数値の読み取りには留意が必
要。

実施件数等

　特定健診受診率（％） 32.0 70.0以上 国目標値
　北海道国民健康保険団体連合会
　「特定健診・特定保健指導実施結果」
　（令和４年度速報値）

現状値の出典
（策定時・見直し時の年次）

中間見直し前 中間見直し後

計画策定時 中間見直し時

体制整備
　地域連携クリティカルパスを導入している
　医療機関数（か所）

26 26以上

北海道医療計画 後志地域推進方針（令和６年度～令和11年度）の推進状況

04　糖尿病の医療連携体制

指標区分 指標名（単位）

地域推進方針における指標 評価年度（上段：実績値、下段：実績年）

令和６年度の評価現状値 目標値
（R11）

目標値の
考え方＊1
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施策
施策の主な取組状況及び翌年度以降の見込状況

取組の評価・課題
令和６年度の取組実績あり 令和７年度の実施見込あり

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

【評価】
○市町村では必要に応じて、透析
治療の継続に向けた関係機関との
連携が図られている。
○医療機関では腹膜透析が導入さ
れている。
【今後の方向性】
○引き続き、透析患者を取り巻く関
係機関が連携し、透析治療の体制
維持に努める。

透析治療の継続に向けた関係機関との連携 20市町村のうち、4市町村で実施 同左

◎道立保健所の取組

「がん・糖尿病専門部会」における取組の協議・検討 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎関係団体の取組

身近な地域で人工透析が受け
られるよう、地域における透析患
者のための人工透析機器の整
備を促進するとともに、ADLが低
下した患者が透析治療を継続で
きる方法を検討していきます。

◎市町村の取組

◎医療機関の取組

従来の人工透析と並行した、腹膜透析導入に向けた体制整備 照会した12医療機関のうち、4医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

○ 発症予防、初期・安定期治療、
専門的治療、急性期合併症治
療、慢性合併症治療の医療機
能における医療機関及び関係
団体の取組を促進します。

◎市町村の取組 【評価】
○市町村からは関係団体と連携した
講演会等の開催、医療機関からは
糖尿病性腎症重症化予防対策協議
会への参画といる回答があり、相互
支援の様子が伺える。
【今後の方向性】
○引き続き、医療機関及び関係団
体の取組を推進することで、切れ目
のない医療提供体制の構築を目指
す。

地域の医療機関の医療機能状況の把握と連携促進 20市町村のうち、11市町村で実施 同左

関係団体と連携した講演会等の開催

◎医療機関の取組

糖尿病性腎症重症化予防対策協議会への参画 照会した12医療機関のうち、1医療機関で実施 同左

20市町村のうち、4市町村で実施 同左

◎道立保健所の取組

「がん・糖尿病専門部会」における取組の協議・検討 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

○ 発症予防から専門医療・慢性
合併症治療まで切れ目なく適切
な医療が提供できるよう、「糖尿
病連携手帳」（日本糖尿病協会
発行）等を用いた地域連携クリ
ティカルパスやＩＣＴを活用した
患者情報共有ネットワーク等を
活用し、患者の受療動向に応じ
た連携体制の充実を図ります。

◎市町村の取組

糖尿病連携手帳の活用 照会した12医療機関のうち、6医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

「がん・糖尿病専門部会」における取組の協議・検討 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

【評価】
○糖尿病性腎症重症化予防対策協
議会を設置するとともに、糖尿病連
携手帳が機能している市町村があ
る。
【課題】
○患者への適切な医療提供、療養
支援の実現に向けては、関係機関
同士の情報共有が鍵となるため、好
事例の横展開が重要となる。

糖尿病連携手帳を活用した連携体制の充実 20市町村のうち、10市町村で実施 ２増加する見込み

糖尿病性腎症重症化予防対策協議会による関係機関との連携

患者に対する治療継続の必要性の啓発 照会した12医療機関のうち、7医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

20市町村のうち、9市町村で実施 同左

◎道立保健所の取組

各種パネル展の開催による普及啓発 倶知安保健所で実施 同左

道、市町村、医療機関及び関
係団体は、糖尿病患者に対して
継続治療の必要性等を啓発し、
病状の悪化や合併症予防に努
めます。

◎市町村の取組 【評価】
○市町村においては、コントロール
不良や治療中断者に対する働きか
けが行われている。
○医療機関での取組も併せ、患者
に対してはあらゆる接点から治療継
続の必要性が啓発されている。
【今後の方向性】
○引き続き、糖尿病患者の治療継
続に向けた普及啓発を行っていく。

患者に対する治療継続の必要性の啓発 20市町村のうち、17市町村で実施 １増加する見込み

医療機関と連携した、コントロール不良者に対する保健指導の実施

各種パネル展の開催による普及啓発 倶知安保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

20市町村のうち、17市町村で実施 １増加する見込み

治療中断者への受診勧奨 20市町村のうち、16市町村で実施 ２増加する見込み

◎道立保健所の取組

（重症化予防等に係る取組の推進）
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１　推進状況及び評価

R６ R７ R８ R９ R10 R11

2

（R6） （R7） （R8） （R9） （R10） （R11）

○
(10)

（R6） （R7） （R8） （R9） （R10） （R11）

○
(急1,回3)

（R6） （R7） （R8） （R9） （R10） （R11）

35.2

（R5） （R6） （R7） （R8） （R9） （R10）

32.2

（R5） （R6） （R7） （R8） （R9） （R10）

130 130

（R3） （R4） （R5） （R6） （R7） （R8）

125 125

（R3） （R4） （R5） （R6） （R7） （R8）

＊1　目標値の考え方における「現状」は、計画策定時の数値を基本とする。

２　取組の内容等
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【評価】
○医療機関においては、ICTを活用
した医療機関間の情報共有により、
患者の受療動向に応じた連携が図ら
れている。
【今後の方向性】
○引き続き、医療情報を共有する各
種ツールを駆使し、連携体制の充実
に努める。

町内医療機関との定期的な情報共有 寿都町 同左

◎道立保健所の取組

「脳卒中・急性心筋梗塞専門部会」における取組の協議・検討 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎関係団体の取組

ICTを活用した医療機関間の情報共有 照会した12医療機関のうち、2医療機関で実施 同左

ID-Linkを活用した地域の医療機関との情報共有 照会した12医療機関のうち、3医療機関で実施 同左

事業所、学校等での救命講習の実施 岩内・寿都消防組合消防本部 同左

急性期から回復期、維持期ま
で切れ目なく適切な医療（リハビ
リテーションを含む。）が提供で
きるよう、地域連携クリティカルパ
スやＩＣＴを活用した地域医療情
報連携ネットワーク、保健医療福
祉圏域連携推進会議等を活用
し、患者の受療動向に応じた連
携体制の充実を図ります。

◎市町村の取組

◎医療機関の取組

同左

◎関係団体の取組

◎医療機関の取組

地域包括ケア病棟・回復期リハビリテーション病棟を効果的に稼働させるた
めの急性期病院との情報共有

照会した12医療機関のうち、4医療機関で実施 同左

（医療連携体制の充実）

発症予防、応急手当・病院前
救護、急性期医療、回復期医
療、維持期医療の各期におけ
る、医療機関及び関係団体の取
組を促進します。

◎市町村の取組 【評価】
○一部の市町村では、庁内関係部署
や地域の医療機関、消防との連携が
図られている。
○医療機関では、院内や他の医療機
関との情報共有、会議の開催等が行
われている。
○消防では、事業所や学校等におけ
る救命講習会の開催により、応急手
当の普及啓発活動が実施されてい
る。
【課題】
○道立保健所としては、維持期（地
方）と急性期・回復期（都市部）の連携
が促進されるよう、取組を検討して行
く必要がある。

◎道立保健所の取組

「脳卒中・急性心筋梗塞専門部会」における取組の協議・検討 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

庁内関係部署、地域の医療機関との情報交換、課題の共有 20市町村のうち、9市町村で実施 同左

消防（救急対応部署）との情報交換の定例化 20市町村のうち、4市町村で実施 同左

地域の医療機関との連携強化に向けた会議の定期開催 照会した12医療機関のうち、4医療機関で実施

敷地内禁煙の実施 (一社）北海道薬剤師会後志支部 同左

喫煙場所への設置 指定相談支援事業所やすらぎ 同左

院内における喫煙防止研修 照会した12医療機関のうち、1医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

【評価】
○受動喫煙の防止に関しては、市
町村、医療機関、関係団体のすべ
てから取組の報告があり、社会全体
として対策の重要性が浸透している
様子が伺える。
【課題】
○公共施設や病院敷地内での禁煙
実施に関しては、法整備により対策
が取られてるものの、市町村及び医
療機関の取組状況は100%に至って
おらず、実態と回答に齟齬が生じて
いる可能性がある。
○道立保健所としては、受動喫煙防
止の取組を推進するために、引き続
き、法制度の周知等に努める必要が
ある。

公共施設での禁煙実施 20市町村のうち、18市町村で実施 １減少する見込み

禁煙週間における普及啓発 20市町村のうち、16市町村で実施 1減、1増で増減なし

チラシ、ポスター等を活用した普及啓発 20市町村のうち、18市町村で実施 １減少する見込み

受動喫煙防止に向けた説明会の開催 未実施 １増加する見込み

「北海道のきれいな空気の施設」登録事業等の推進 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎道立保健所の取組

禁煙週間における普及啓発 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

敷地内禁煙の実施 照会した12医療機関のうち、6医療機関で実施

理学療法ハンドブック　シリーズ②脳卒中の配布 (公社）北海道理学療法士会後志支部 同左

施設内禁煙等の環境づくりを
推進し、受動喫煙防止に努めま
す。

◎市町村の取組

「北海道のきれいな空気の施設」登録 20市町村のうち、14市町村で実施 １減少する見込み

高血圧や糖尿病、脂質異常
症、メタボリックシンドローム、喫
煙習慣がある方への支援を早期
に開始し、脳卒中の発症の予防
に努めます。

◎市町村の取組

同左

ポスター掲示による普及啓発 照会した12医療機関のうち、5医療機関で実施 同左

適切な受動喫煙対策を実施するための助言、指導 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

◎関係団体の取組

利用者への助言等 （社）徳風会居宅介護支援事業所かるな 同左

イベント会場等における健康相談の実施 照会した12医療機関のうち、2医療機関で実施 同左

検査結果に基づく生活習慣改善に関する指導（外来受診時） 照会した12医療機関のうち、5医療機関で実施 同左

同左

◎医療機関の取組

健康セミナーへの講師派遣 照会した12医療機関のうち、0医療機関で実施 同左

◎道立保健所の取組

各種パネル展の開催による普及啓発 倶知安保健所で実施 同左

【評価】
○市町村では、20歳未満を対象とし
た喫煙防止教育のほか、禁煙希望者
には禁煙外来の情報提供を行ってい
る。
○また、生活習慣病予防の啓発や健
康教育、ハイリスク者への保健指導は
広く取り組まれており、一部の市町村
では特定保健指導にICTを導入し実
施率の向上に努めている。
○医療機関では、多くの公立、公的
病院で外来受診時の生活習慣改善
指導が実施されているほか、イベント
会場における健康相談も実施してい
る。
○関係団体の取組としては、利用者
への助言等を行う事業所があり、理学
療法士会では脳卒中の療養に関する
ハンドブックを配布している。
あらゆる機会を通じ、脳卒中の発症予
防の取組が行われている。
【課題】
○管内においては禁煙外来が偏在し
ていることから、禁煙治療を希望する
住民にとって支援を受けやすい環境
や情報の整理が必要である。

未成年者を対象とした喫煙防止教育 20市町村のうち、7市町村で実施 同左

禁煙希望者への禁煙外来の情報提供 20市町村のうち、17市町村で実施

検診の広報 （社）徳風会居宅介護支援事業所かるな 同左

健診機会の確保 指定相談支援事業所やすらぎ 同左

生活習慣改善、生活習慣病予防に関する健康教育の実施 20市町村のうち、18市町村で実施 １増加する見込み

特定保健指導のICT化による実施率の向上 20市町村のうち、5市町村で実施 同左

1減、1増で増減なし

ハイリスク者への保健指導の実施 20市町村のうち、19市町村で実施 同左

広報、チラシ、パンフレット等を活用した生活習慣病予防の啓発 20市町村のうち、20市町村で実施

特定保健指導の実施 照会した12医療機関のうち、2医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

パンフレット、ポスター掲示等を活用した特定健診・特定保健指導の周知 照会した12医療機関のうち、4医療機関で実施 同左

「みなし健診」の実施 照会した12医療機関のうち、2医療機関で実施 同左

同左

各種パネル展の開催による普及啓発 倶知安保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

特定保健指導未利用者への利用勧奨 20市町村のうち、20市町村で実施 同左

◎道立保健所の取組

道・市町村・医療保険者が連
携して、特定健康診査の意義を
広く周知するとともに、特定健康
診査・特定保健指導の充実に努
めます。

◎市町村の取組 【評価】
○普及啓発は市町村、道立保健所、
それぞれに応じた手段により広く実施
されている。
○その他受診率向上に向けて、集団
健診と個別健診の実施により受診機
会の確保に努めている。
○医療機関では、すべての公立、公
的病院で特定健診・特定保健指導の
周知が行われており（糖尿病シート参
照）、その中には、みなし健診や特定
保健指導の実施に取り組む医療機関
もあった。
○関係団体としては、事業所が健診
の広報や健診機会の確保に取り組ん
でいた。
【今後の方向性】
○取組は概ね実施されているので、
引き続き、保健活動等を通じた周知
を行っていくとともに、各種月間・週間
行事に併せた効果的な普及啓発を
行っていく。

広報、防災無線、ホームページ、ポスター掲示等を活用した特定健診の周
知

20市町村のうち、20市町村で実施

施策
施策の主な取組状況及び翌年度以降の見込状況

取組の評価・課題
令和６年度の取組実績あり 令和７年度の実施見込あり

（予防対策の充実）

同左

特定健診未受診者への個別通知 20市町村のうち、20市町村で実施 同左

集団健診と個別健診実施による受診機会の確保 20市町村のうち、20市町村で実施

男女ともに横ばいで推移。
目標達成に向けては、男女ともに全
道 （ R3 ： 男 性 129mmHg 、 女 性
123mmHg、R4：男性129mmHg、女性
123mmHg）以上の改善率が必要。女性 125 119以下 道目標値

31.0 45.0以上 国目標値

住民の
健康状態

　高血圧の改善〔40～74歳〕
　収縮期血圧の平均値（mmHg）

男性 130 124以下

現状は維持されている。

実施件数等

　特定健診受診率（％） 32.0 70.0以上 国目標値
　北海道国民健康保険団体連合会
　「特定健診・特定保健指導実施結果」
　（令和４年度速報値）

特定健診受診率、特定保健指導実
施率ともにポイント数は増加。
特定健診受診率に関しては、全道
の 割 合 を 上 回 っ て い る が （ 道 ：
30.6%）、特定保健指導実施率は下
回っている（道：37.7%）。

　特定保健指導実施率（％）

　地域連携クリティカルパスを導入している
　第二次医療圏数（医療圏）

○
（急１）
（回５）

○ 現状維持
　北海道保健福祉部調べ
　（令和５年４月１日現在）

道目標値

　第８回ＮＤＢオープンデータ
　（Ｒ２年度）

体制整備

　急性期医療を担う医療機関数（か所） 2 2 現状維持
　北海道保健福祉部調べ
　急性期医療の公表医療機関
　（令和５年４月１日現在）

現状は維持されている。

　回復期リハビリテーションが実施可能な医療機関が
　ある第二次医療圏数（医療圏）

○
（１１）

○ 現状維持
　北海道保健福祉部調べ
　回復期医療の公表医療機関
　（令和５年４月１日現在）

現状は維持されている。

北海道医療計画 後志地域推進方針（令和６年度～令和11年度）の推進状況

02　脳卒中の医療連携体制

指標区分 指標名（単位）

地域推進方針における指標 評価年度（上段：実績値、下段：実績年）

令和６年度の評価現状値 目標値
（R11）

目標値の
考え方＊1

現状値の出典
（策定時・見直し時の年次）

中間見直し前 中間見直し後

計画策定時 中間見直し時

5/30



１　推進状況及び評価

R６ R７ R８ R９ R10 R11

2

（R6） （R7） （R8） （R9） （R10） （R11）

○
(3)

（R6） （R7） （R8） （R9） （R10） （R11）

○
(回1)

（R6） （R7） （R8） （R9） （R10） （R11）

35.2

（R5） （R6） （R7） （R8） （R9） （R10）

32.2

（R5） （R6） （R7） （R8） （R9） （R10）

130 130

（R3） （R4） （R5） （R6） （R7） （R8）

125 125

（R3） （R4） （R5） （R6） （R7） （R8）

＊1　目標値の考え方における「現状」は、計画策定時の数値を基本とする。

２　取組の内容等

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○ ポスター掲示 (一社）羊蹄医師会 同左

喫煙場所への設置 指定相談支援事業所やすらぎ 同左

敷地内禁煙の実施 (一社）北海道薬剤師会後志支部 同左

施設内禁煙等の環境づくりを
推進し、受動喫煙防止に努めま
す。

◎市町村の取組

院内における喫煙防止研修 照会した12医療機関のうち、1医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

敷地内禁煙の実施 照会した12医療機関のうち、6医療機関で実施 同左

ポスター掲示による普及啓発 照会した12医療機関のうち、5医療機関で実施 同左

20市町村のうち、13市町村で実施 １減少する見込み

適切な受動喫煙対策を実施するための助言、指導 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

受動喫煙防止に向けた説明会の開催 未実施 １増加する見込み

「北海道のきれいな空気の施設」登録事業等の推進 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

【評価】
○受動喫煙の防止に関しては、市
町村、医療機関、関係団体のすべ
てから取組の報告があり、社会全体
として対策の重要性が浸透している
様子が伺える。
【課題】
○公共施設や病院敷地内での禁煙
実施に関しては、法整備により対策
が取られてるものの、市町村及び医
療機関の取組状況は100%に至って
おらず、実態と回答に齟齬が生じて
いる可能性がある。
○道立保健所としては、受動喫煙防
止の取組を推進するために、引き続
き、法制度の周知等に努める必要が
ある。

公共施設の禁煙化 20市町村のうち、18市町村で実施 １減少する見込み

禁煙週間における普及啓発 20市町村のうち、16市町村で実施

◎関係団体の取組

利用者への助言等 （福）徳風会居宅介護支援事業所かるな 同左

【評価】
○市町村では、20歳未満を対象とし
た喫煙防止教育のほか、禁煙希望者
には禁煙外来の情報提供を行ってい
る。
○また、生活習慣病予防の啓発や健
康教育、ハイリスク者への保健指導は
広く取り組まれており、一部の市町村
では特定保健指導にICTを導入し実
施率の向上に努めている。
○医療機関では、多くの公立、公的
病院で外来受診時の生活習慣改善
指導が実施されているほか、イベント
会場における健康相談も実施してい
る。
○関係団体の取組としては、利用者
への助言等を行う事業所がある。
○あらゆる機会を通じ、心筋梗塞等の
心血管疾患の発症予防の取組が行
われている。
【課題】
○管内においては禁煙外来が偏在し
ていることから、禁煙治療を希望する
住民にとって支援を受けやすい環境
や情報の整理が必要である。

◎道立保健所の取組

禁煙週間における普及啓発 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

1減、1増で増減なし

チラシ、ポスター等を活用した普及啓発 20市町村のうち、18市町村で実施 １減少する見込み

「北海道のきれいな空気の施設」登録

１増加する見込み

特定保健指導のICT化による実施率の向上 20市町村のうち、5市町村で実施 同左

イベント会場等における健康相談の実施 照会した12医療機関のうち、1医療機関で実施 同左

検査結果に基づく生活習慣改善に関する指導（外来受診時） 照会した12医療機関のうち、5医療機関で実施 同左

◎医療機関の取組

健康セミナーへの講師派遣 照会した12医療機関のうち、1医療機関で実施 同左

１増加する見込み

ハイリスク者への保健指導の実施 20市町村のうち、19市町村で実施 同左

広報、チラシ、パンフレット等を活用した生活習慣病予防の啓発 20市町村のうち、20市町村で実施 同左

高血圧や脂質異常症、糖尿
病、メタボリックシンドローム、喫
煙習慣がある方への支援を早期
に開始し、心筋梗塞等の心血管
疾患の発症予防に努めます。

◎市町村の取組

未成年者を対象とした喫煙防止教育 20市町村のうち、8市町村で実施 同左

禁煙希望者への禁煙外来の情報提供 20市町村のうち、17市町村で実施

◎道立保健所の取組

各種パネル展の開催による普及啓発 倶知安保健所で実施 同左

生活習慣改善、生活習慣病予防に関する健康教育の実施 20市町村のうち、16市町村で実施

検診の広報 （福）徳風会居宅介護支援事業所かるな 同左

健診機会の確保 指定相談支援事業所やすらぎ 同左

特定保健指導の実施 照会した12医療機関のうち、2医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

照会した12医療機関のうち、4医療機関で実施 同左

「みなし健診」の実施 照会した12医療機関のうち、2医療機関で実施 同左

各種パネル展の開催による普及啓発 倶知安保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

道・市町村・医療保険者が連
携して、特定健康診査の意義を
広く周知するとともに特定健康
診査・特定保健指導の充実に努
めます。

◎市町村の取組 【評価】
○普及啓発は市町村、道立保健
所、それぞれに応じた手段により広
く実施されている。
○その他受診率向上に向けて、集
団健診と個別健診の実施により受診
機会の確保に努めている。
○医療機関では、すべての公立、公
的病院で特定健診・特定保健指導
の周知が行われており（糖尿病シー
ト参照）、その中には、みなし健診や
特定保健指導の実施に取り組む医
療機関もあった。
○関係団体としては、事業所が健診
の広報や健診機会の確保に取り組
んでいた。
【今後の方向性】
○取組は概ね実施されているので、
引き続き、保健活動等を通じた周知
を行っていくとともに、各種月間・週
間行事に併せた効果的な普及啓発
を行っていく。

広報、防災無線、ホームページ、ポスター掲示等を活用した特定健診の周
知

20市町村のうち、20市町村で実施

特定保健指導未利用者への利用勧奨 20市町村のうち、20市町村で実施 同左

◎道立保健所の取組

同左

特定健診未受診者への個別通知 20市町村のうち、20市町村で実施 同左

集団健診と個別健診実施による受診機会の確保 20市町村のうち、20市町村で実施 同左

パンフレット、ポスター掲示等を活用した特定健診・特定保健指導の周知

施策
施策の主な取組状況及び翌年度以降の見込状況

取組の評価・課題
令和６年度の取組実績あり 令和７年度の実施見込あり

（予防対策の充実）

男女ともに横ばいで推移。
目標達成に向けては、男女ともに全
道 （ R3 ： 男 性 129mmHg 、 女 性
123mmHg、R4：男性129mmHg、女性
123mmHg）以上の改善率が必要。女性 125 119以下 道目標値

31.0 45.0以上 国目標値

住民の
健康状態

　高血圧の改善〔40～74歳〕
　収縮期血圧の平均値（mmHg）

男性 130 124以下

回復期医療機関で活用されている。

実施件数等

　特定健診受診率（％） 32.0 70.0以上 国目標値
　北海道国民健康保険団体連合会
　「特定健診・特定保健指導実施結果」
　（令和４年度速報値）

特定健診受診率、特定保健指導実
施率ともにポイント数は増加。
特定健診受診率に関しては、全道
の 割 合 を 上 回 っ て い る が （ 道 ：
30.6%）、特定保健指導実施率は下
回っている（道：37.7%）。

　特定保健指導実施率（％）

　地域連携クリティカルパスを導入している
　第二次医療圏数（医療圏）

×
（０）

○
現状より

増加
　北海道保健福祉部調べ
　（令和５年４月１日現在）

道目標値

　第８回ＮＤＢオープンデータ
　（Ｒ２年度）

体制整備

　急性期医療を担う医療機関数（か所） 1 1 現状維持
　北海道保健福祉部調べ
　急性期医療の公表医療機関
　（令和５年４月１日現在）

現状は維持されている。

　心血管疾患リハビリテーションが実施可能な
　医療機関がある第二次医療圏数（医療圏）

○
（２）

○ 現状維持
　北海道保健福祉部調べ
　回復期医療の公表医療機関
　（令和５年４月１日現在）

現状は維持されている。

北海道医療計画 後志地域推進方針（令和６年度～令和11年度）の推進状況

03　心筋梗塞等の心血管疾患の医療連携体制

指標区分 指標名（単位）

地域推進方針における指標 評価年度（上段：実績値、下段：実績年）

令和６年度の評価現状値 目標値
（R11）

目標値の
考え方＊1

現状値の出典
（策定時・見直し時の年次）

中間見直し前 中間見直し後

計画策定時 中間見直し時

6/30



施策
施策の主な取組状況及び翌年度以降の見込状況

取組の評価・課題
令和６年度の取組実績あり 令和７年度の実施見込あり

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

再発予防のため、かかりつけ
医による疾病管理が重要である
ことを患者、家族等に周知すると
ともに、通院サポート、訪問診
療、遠隔診療等の効果的な活用
について検討するなどして、地
域で限りのある医療資源を効果
的に配分し、定期的な受診を確
保できるよう努めます。

◎市町村の取組 【課題】
○まずは患者が地域で疾病管理を
行うための支援、体制整備を進めて
いくことが重要。

患者が地域で疾病管理を行うための支援、体制整備 20市町村のうち、5市町村で実施 ２増加する見込み

◎道立保健所の取組

急性期や回復期医療機関とかかりつけ医療機関との連携 照会した12医療機関のうち、4医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

「脳卒中・急性心筋梗塞専門部会」における取組の協議・検討 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

○ 慢性心不全患者の管理に当
たっては、関係者間で心不全の
概念を共有することが重要であ
ることから、患者やその家族、心
血管疾患を専門としない医療従
事者や介護関係者等への正し
い知識の普及に努めます。

◎市町村の取組 【評価】
○市町村や医療機関では、患者や
その家族に対する知識の普及に取
り組んでいる。
【課題】
○道立保健所としては、引き続き、
患者を取り巻く多職種を対象とした
普及啓発が重要。

患者やその家族に対する知識の普及 20市町村のうち、7市町村で実施 １増加する見込み

◎道立保健所の取組

患者やその家族に対する知識の普及 照会した12医療機関のうち、3医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

「脳卒中・急性心筋梗塞専門部会」における取組の協議・検討 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

相談等の対応 (一社）北海道薬剤師会後志支部 同左

理学療法ハンドブック　シリーズ④心筋梗塞・心不全の配布】 (公社）北海道理学療法士会後志支部 同左

◎関係団体の取組

依頼があれば体調観察や食事療法生活指導の訪問看護を実施しています JA北海道厚生連ようてい訪問看護ステーション 同左

同左

再発予防のための心臓リハビリテーションの強化 小樽市立病院 同左

健診事後のハイリスク者への健康教育、保健指導の実施 照会した12医療機関のうち、3医療機関で実施 同左

入院時の心臓リハビリテーション、栄養指導の実施 照会した12医療機関のうち、4医療機関で実施 同左

○ 慢性心不全患者に対しては、
自覚症状や運動耐容能の改善
及び心不全増悪や再入院防止
を目的に、運動療法、患者教
育、カウンセリング等を含む多職
種による多面的・包括的なリハビ
リテーションを実施します。

◎市町村の取組 【評価】
○市町村では相談事業や健診事後
のハイリスク者への保健指導の実施
が行われている。
○医療機関においても健診事後の
ハイリスク者への健康教育、保健指
導が実施されている。
○また、回復期医療を担う医療機関
では、再発予防のための心臓リハビ
リテーションや栄養指導が実施され
ている。
○関係団体の取組としては、薬剤師
会において相談等の対応が行われ
ているほか、理学療法士会が心筋
梗塞・心不全の療養に関するハンド
ブックを配布している。
○また、訪問看護においては、依頼
に基づき慢性心不全患者への支援
が実施されている。
【課題】
○住民に対する切れ目のない支援
を実現するために、これら地域の取
組が有機的に作用することが重要。

健康相談、栄養相談の随時対応 20市町村のうち、19市町村で実施 同左

「脳卒中・急性心筋梗塞専門部会」における取組の協議・検討 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

健診事後のハイリスク者への保健指導の実施 20市町村のうち、17市町村で実施 同左

◎道立保健所の取組

再発予防のための心大血管リハビリテーションの強化
照会した12医療機関のうち、1医療機関で実施
（（福）北海道社会事業協会小樽病院）

急性期から回復期、再発予防
まで切れ目なく適切な医療が提
供できるよう、地域連携クリティカ
ルパスやＩＣＴを活用した地域医
療情報連携ネットワーク、保健医
療福祉圏域連携推進会議等を
活用し、患者の受療動向に応じ
た連携体制の充実を図ります。

◎市町村の取組

◎関係団体の取組

（疾病管理・再発予防）

ICTを活用した医療機関間の情報共有 照会した12医療機関のうち、1医療機関で実施 同左

ID-Linkを活用した地域の医療機関との情報共有 照会した12医療機関のうち、2医療機関で実施 同左

【評価】
○医療機関においては、ICTを活用
した医療機関間の情報共有により、
患者の受療動向に応じた連携が図
られている。
【今後の方向性】
○引き続き、医療情報を共有する各
種ツールを駆使し、連携体制の充実
に努める。

町内医療機関との定期的な情報共有 寿都町 同左

◎道立保健所の取組

事業所、学校等での救命講習の実施 岩内・寿都消防組合消防本部 同左

救命講習案内チラシの作成・配布 岩内・寿都消防組合消防本部 同左

「脳卒中・急性心筋梗塞専門部会」における取組の協議・検討 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

地域の医療機関との連携強化に向けた会議の定期開催 照会した12医療機関のうち、4医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

◎医療機関の取組

地域包括ケア病棟・回復期リハビリテーション病棟を効果的に稼働させるた
めの急性期病院との情報共有

照会した12医療機関のうち、4医療機関で実施 同左

発症予防、応急手当・病院前
救護、急性期医療、回復期医
療、再発予防の各期における医
療機関及び関係団体の取組を
促進します。

◎市町村の取組 【評価】
○一部の市町村では、庁内関係部
署や地域の医療機関、消防との連
携が図られている。
○医療機関では、院内や他の医療
機関との情報共有、会議の開催等
が行われている。
○消防団体では、事業所や学校等
における救命講習会の開催により、
応急手当の普及啓発活動が実施さ
れている。
○また、救命講習については、住民
に向けて広く周知が図られ、受講者
増につながっている。
【課題】
○道立保健所としては、維持期（地
方）と急性期・回復期（都市部）の連
携が促進されるよう、取組を検討して
行く必要がある。

庁内関係部署、地域の医療機関との情報交換、課題の共有 20市町村のうち、9市町村で実施 同左

消防（救急対応部署）との情報交換の定例化 20市町村のうち、3市町村で実施 １増加する見込み

◎道立保健所の取組

「脳卒中・急性心筋梗塞専門部会」における取組の協議・検討 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

（医療連携体制の充実）
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１　推進状況及び評価

R６ R７ R８ R９ R10 R11

20

（R7） （R8） （R9） （R10） （R11） （R12）

12

（R7） （R8） （R9） （R10） （R11） （R12）

21.9

（R7） （R8） （R9） （R10） （R11） （R12）

7.5

（R7） （R8） （R9） （R10） （R11） （R12）

3.0

（R7） （R8） （R9） （R10） （R11） （R12）

＊1　目標値の考え方における「現状」は、計画策定時の数値を基本とする。

２　取組の内容等

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

◎医療機関の取組

二次救急医療機関における三次医療機関との連携 4医療機関で実施 同左

全ての第三次医療圏で救命救
急センターを整備していますが、
ドクターヘリの運航状況の分析・
検討を行いつつ、ドクターヘリの
より効果的な運航を図るため関
係機関との連携を一層進めるな
ど、三次救急医療の確保・充実
に努めます。

◎市町村の取組

◎道立保健所の取組

◎関係団体の取組

○ 救急車による陸路搬送のほ
か、ドクターヘリ等による搬送も
活用した、より迅速な救急搬送
体制の整備を図ります。

◎市町村の取組 【評価】
○市町村において、臨時ヘリポート
の整備、医療機関においては、ドク
ターヘリポートの整備、消防機関に
おいては、ドクターヘリ要請の円滑
化を図るなど、ドクターヘリによる搬
送体制の構築を図っている。

臨時ヘリポートの整備 10市町村で実施 同左

ドクターヘリポートの整備 1医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

◎道立保健所の取組

◎医療機関の取組

ドクターヘリ要請の円滑化 2消防団体で実施 同左

（三次救急医療体制の確保）

【評価】
○一部の関係機関において、救急
救命士等の他職種へのタスク・シフト
／シェアを含め、地域の実情に応じ
た救急医療に携わる他職種の業務
分担や効率化を推進するため、研
修会や情報共有の場を設けた。

関係機関の情報共有の場の確保 寿都町 同左

◎道立保健所の取組

◎医療機関の取組

救急医療提供体制の機能向
上のため、救急救命士等の他職
種へのタスク・シフト／シェアを
含め、地域の実情に応じた救急
医療に携わる他職種の業務分
担や効率化を推進します。

◎市町村の取組

◎関係団体の取組

研修会への参加 2消防団体で実施 同左

当圏域では、二次救急医療を
病院群輪番制参加医療機関及
びその他の救急告示医療機関・
診療所により救急医療を確保し
ていますが、継続的･安定的に
二次救急医療機関の機能が確
保できるよう、病院群輪番制をは
じめとする各種補助金による必
要な支援協力により、医療機
関、消防機関等の関係機関との
連携を引き続き推進します。

◎市町村の取組

岩内町から補助を受け、輪番制の９割を実施 （福）北海道社会事業協会岩内病院 同左

◎関係団体の取組

救急車の適正な利用についてＨＰに掲載 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

救急車の適正な利用について町広報誌へのチラシ掲載 北後志消防組合消防本部 同左

【評価】
○町村において、継続的･安定的に
二次救急医療機関の機能が確保でき
るよう財政支援を実施している。
○各関係機関でホームページ・広報
等を用いて、二次救急医療機関の適
正利用の促進を図っている。
【課題】
○二次救急医療機関においては、軽
傷者の救急受診が増加し、二次救急
医療機関に勤務する医師等への負
担が増大している状況にあり、初期・
二次救急医療の役割分担と連携体制
の強化が求められている。

羊蹄山麓７町村から倶知安厚生病院に対し救急医療等体制整備に係る補
助金を交付することによる体制の確保

羊蹄山麓7町村で実施 同左

ホームページ・広報等で休日夜間急病センターを案内し、二次救急医療機
関の適正利用の促進

10市町村で実施

◎関係団体の取組

夜間の救急医療体制の確保 （一社）羊蹄医師会 同左

同左

岩宇４町村から岩内協会病院に対し救急医療・小児医療に係る運営支援で
体制確保

岩宇4町村で実施 同左

◎道立保健所の取組

当圏域を単位として重症患者
の救急医療を24時間365日体制
で実施します。

◎市町村の取組 【評価】
○市町村で病院群輪番制病院運営
事業を実施することで、救急医療体
制を確保することができている。
○医療機関や医師会において、24
時間365日体制の確保、また、様々
な診療科目に対応することで救急医
療体制を維持することができている。

病院群輪番制病院運営事業の実施により救急医療体制を確保し、負担金
を支出した

20市町村で実施 同左

救急医療普及事業負担金及び夜間救急医療対策費の負担

二次救急医療機関として24時間365日体制で救急医療を実施 6医療機関で実施 同左

外科、整形外科、循環器科内科、小児科に対応 （福）北海道社会事業協会小樽病院 同左

9市町村で実施 同左

◎道立保健所の取組

◎医療機関の取組

（二次救急医療体制の充実）

可能な限り協力の継続 （福）北海道社会事業協会小樽病院 同左

◎関係団体の取組

【評価】
○各町村において、在宅当番医制
産科医療機関へ補助金等を活用
し、財政支援している。
【課題】
○診療科目以外の初期救急が受け
入れられず、長距離搬送を余儀なく
するケースがある。

倶知安厚生病院救急医療体制整備事業に係る補助金による支援 羊蹄山麓7町村で実施 同左

北後志地域保健医療対策協議会における余市協会病院救急医療に係る財
政支援

北後志5町村で実施 同左

◎道立保健所の取組

当圏域の救急医療体制に基づく、地域の関係機関とも現状に合わせた適切
な連携の実施

１関係団体、２消防団体で実施 同左

◎関係団体の取組

当圏域では、初期救急は小樽
市休日夜間急病センター及び
在宅当番医制参加医療機関に
より実施されていますが、二次救
急医療機関が対応せざるを得な
いなどの現状を踏まえ、医師会
等の関係機関と連携して、限りあ
る医療資源の有効な活用に努
めます。

◎市町村の取組

◎医療機関の取組

在宅当番医制の実施や休日
夜間急患センターの運営につい
ては、診療所等の地域の実情に
応じた参加を促進するとともに、
インフルエンザなどの感染症の
流行等にも適切に対応できるよ
う、医師会や保健所、二次・三次
救急医療機関との連携に努めま
す。

◎市町村の取組 【評価】
○当番病院開設費負担金、休日夜
間急病体制整備負担金等を活用す
るとともに、各関係機関で連携しなが
ら、在宅当番医制及び休日夜間急
患センターの維持に努めている。

当番病院開設費負担金、休日夜間急病体制整備負担金の支出 20市町村で実施 同左

◎道立保健所の取組

◎関係団体の取組

休日・夜間の診療体制確保 照会した５郡市医師会のうち、4団体で実施 同左

断らない医療を目指す （福）北海道社会事業協会小樽病院 同左

開業医との持ち回りであった休日当番を現在９割を実施 （福）北海道社会事業協会岩内病院 同左

地域の実情も踏まえ、感染症の流行時にも適切に対応できるよう関係機関
等との連携を図る

倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

同左

休日夜間急病センターの開設・運営 6市町村で実施 同左

◎医療機関の取組

一次救急、二次救急の診療体制の確保 6医療機関で実施 同左

◎道立保健所の取組

救急医療専門部会の参画 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

（初期救急医療体制の充実）

原則として、市町村を単位とし
て初期救急医療の確保を図りま
す。

◎市町村の取組 【評価】
○市町村、保健所、医療機関、医師
会等の関係団体で連携し、住民の
医療体制について確保できている。

管内全市町村における、在宅当番医制を管内の各医師会と市町村が協定
を結び体制の構築

20市町村で実施

一次救急医療確保のための救急休日夜間診療体制の確保 12市町村で実施 同左

一次救急医療確保のための経費の一部補助の実施 9市町村で実施 同左

同左

近隣診療所と業務委託し、診療所で体制を確保できない場合の体制確保 4市町村で実施

救急患者の
予後等

　心原性でかつ一般市民により心肺機能停止の
　時点が目撃された症例の1ヶ月後生存率（％）

7.9 13.7以上 全道値

施策
施策の主な取組状況及び翌年度以降の見込状況

取組の評価・課題
令和６年度の取組実績あり 令和７年度の実施見込あり

全道値

現状維持

　後志総合振興局保健環境部調
　（R6.4現在）

現状は維持されている

　救急告示医療機関数 12 12 現状維持 現状は維持されている

現状より増加

現状より低下

　心原性でかつ一般市民により心肺機能停止の
　時点が目撃された症例の1ヶ月後社会復帰率（％）

4.0 8.2以上 全道値 現状より低下

体制整備

　在宅当番医制等初期救急医療の確保市町村数 20 20

実施件数等
　救急自動車による搬送時間が１時間以上の
　救急患者割合（％）

19.9 12.8以下

北海道医療計画 後志地域推進方針（令和６年度～令和11年度）の推進状況

06　救急医療体制

指標区分 指標名（単位）

地域推進方針における指標 評価年度（上段：実績値、下段：実績年）

令和６年度の評価現状値 目標値
（R11）

目標値の
考え方＊1

現状値の出典
（策定時・見直し時の年次）

中間見直し前 中間見直し後

計画策定時 中間見直し時
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施策
施策の主な取組状況及び翌年度以降の見込状況

取組の評価・課題
令和６年度の取組実績あり 令和７年度の実施見込あり

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

医療措置協定を締結し、新興感染症の発生にも対応した医療を提供する 7医療機関で実施 同左

（新興感染症の発生・まん延時の救
急医療体制の確保）

○ 新興感染症が発生した際に、
速やかに入院、外来診療、自宅
療養者等への医療等が提供で
きるよう、関係者や関係機関と協
議の上、医療措置協定を締結す
るなど、平時から計画的な準備
に努めます。また、主に当該感
染症に対応する医療機関等と当
該感染症以外に対応する医療
機関等の役割分担が図られるよ
う調整に努めます。

◎市町村の取組 【評価】
○地域における医療措置協定の締
結を進め、平時から計画的な準備に
努めている。
○また、主に当該感染症に対応する
医療機関等において、平時から感
染症以外に対応する医療機関との
役割分担を図っている。

感染棟の設置 真狩村 同左

◎道立保健所の取組

新興感染症の発生にも対応した、地域における医療措置協定の締結を進め
る

倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

平時から感染症以外に対応する医療機関との役割分担を図る 4医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

◎医療機関の取組

○ 住民や医療従事者向けの研
修会を開催するなど人生会議(Ａ
ＣＰ:アドバンス・ケア・プランニン
グ)に関する普及啓発を行いま
す。

◎市町村の取組

◎関係団体の取組

ACPの研修等への参加 １関係団体、１消防団体で実施 同左

◎医療機関の取組

ACPの研修等への参加 2医療機関で実施 同左

【評価】
○各関係機関において、ACPに関
する普及啓発の実施やACPに関す
る研修等へ参加し、救急搬送時のト
ラブルの予防を図っている。

救急搬送時のトラブルを未然に防ぐため、家族や関係者の合意形成を促進 1市町村で実施 同左

ACPに関する住民への普及啓発

精神科救急医療機関における救急医療機関との役割の明確化 2医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

泊村 同左

◎道立保健所の取組

救急搬送時のトラブルを未然に防ぐため、研修等を通じてACPの普及啓発
の実施

倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

○ 救急医療機関、かかりつけ医、
介護保険施設、精神科救急医
療機関等、関係機関の連携を図
ります。

◎市町村の取組 【評価】
○医療機関において、退院・転院時
の連携や精神科救急医療機関にお
ける救急医療機関との役割の明確
化を図っている。

医療介護連携ステーションの運営を委託 1市町村で実施 同左

◎道立保健所の取組

◎医療機関の取組

退院・転院時の連携を図る 7医療機関で実施 同左

地域の実情を踏まえ、関係機関の連携を図る 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

かかりつけ医の普及啓発を図る 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

救急の日啓発活動の実施 4消防団体で実施 同左

保健所、町、消防と連携した救急法等講習会の実施 （一社）余市医師会 同左

◎関係団体の取組

管内消防における救急法講習会の実施 4消防団体で実施 同左

救急法等講習会への協力 1医療機関で実施 １増加する見込み

◎道立保健所の取組

救急の日啓発活動の実施 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

岩内・寿都消防組合消防本部 １減少する見込み

◎市町村の取組

小児救急医療相談電話窓口を周知 11市町村で実施

◎医療機関の取組

○ ＡＥＤの整備促進や救急法等
講習会を開催するなど普及啓発
を行います。

◎市町村の取組 【評価】
○市町 村で、 公共施設における
AEDの整備促進を図っている。
○保健所、消防団体において、救急
の日啓蒙活動や救急法等講習会な
どを実施し、AEDや救急法、救急車
の適切な利用に関する正しい知識
などの普及啓発を行っている。

公共施設におけるAED整備 20市町村で実施 同左

◎医療機関の取組

救急法等講習会への協力 4医療機関で実施 同左

◎道立保健所の取組

在宅当番病院を広報誌及び防災無線で周知 20市町村で実施 同左

医師会、消防と連携した救急法等講習会の実施 6市町村で実施 同左

ＡＥＤマップを作成し町民へ周知

救急救命士資格者の増員 4消防団体で実施 同左

ＡＥＤや救急法などの正しい知識などの普及啓発実施 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

○ 医師会や消防機関などと連携
し、救急医療機関や救急車の適
切な利用に関する普及啓発を行
います。

外国人対応増に伴う英会話研修を実施 1消防団体で実施 同左

（住民への情報提供や普及啓発）

◎関係団体の取組

救急法等講習会の実施 4消防団体で実施 同左

１増加する見込み

○ メディカルコントロールに基づく
病院前救護体制の充実を図ると
ともに、救急患者の受入が困難
となる事案が生じないよう、傷病
者の搬送と医療機関への受入
が適切に行われるための取組を
推進します。

◎市町村の取組 【評価】
○消防団体等において、救急搬送
体制の充実を図るため、各種研修・
実習を実施するとともに人員確保や
多言語対応コールセンターとの契約
を行い、搬送体制を構築している。
【課題】
○外国人居住者・観光客の増加に
伴い、外国人へのスムーズな対応を
行うための訓練等によるスキルアッ
プの必要性が高くなっている。
○救急救命士の若年化が進み、経
験の浅い救急救命士の訓練や研修
などの教育の必要性が高くなってい
る。

◎道立保健所の取組

消防署と連携し、救急救命士の気管挿管実習や生涯教育病院実習の受入
を実施

3医療機関で実施 同左

外国人対応増に伴う研修の実施 未実施 同左

道央圏メディカルコントロール協議会への参加 倶知安保健所、岩内保健所で実施

救急ボイストラ（タブレット）の導入及びボイストラ対応訓練の実施 3消防団体で実施 同左

多言語対応コールセンターとの契約 4消防団体で実施 同左

同左

◎医療機関の取組

高規格救急車の更新 4消防団体で実施

（救急搬送体制の充実）

◎関係団体の取組

道央圏メディカルコントロール協議会への参加 １関係団体、４消防団体で実施 同左

同左
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１　推進状況及び評価

R６ R７ R８ R９ R10 R11

2

（R7） （R8） （R9） （R10） （R11） （R12）

2

（R7） （R8） （R9） （R10） （R11） （R12）

100.0

（R7） （R8） （R9） （R10） （R11） （R12）

0.0

（R6） （R7） （R8） （R9） （R10） （R11）

＊1　目標値の考え方における「現状」は、計画策定時の数値を基本とする。

２　取組の内容等

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○ 災害時における看護ニーズに
対応し、災害支援ナースの活動
が円滑に行われるよう、関係機
関等と連携を図りながら医療機
関との協定締結を進め、災害支
援ナースの養成・確保に努めま
す。

◎市町村の取組 【評価】
○関係機関と連携を図り、災害ナー
スの養成・確保に努めている。

◎道立保健所の取組

災害時活動が円滑に行われるよう、関係機関等と連携を図る 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

災害支援ナースの養成・確保 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎関係団体の取組

◎医療機関の取組

災害支援ナースの養成・確保 ＪＡ北海道厚生連 ニセコ羊蹄広域 倶知安厚生病院

災害時に医療機関の状況を把
握する手段であるＥＭＩＳの円滑
な運用が重要であることから、入
力訓練を適宜行い、災害時にお
ける円滑な運用ができるよう努め
ます。

◎市町村の取組

同左

（災害支援ナースの整備）

【評価】
○医療機関において、ＥＭＩＳ研修
会や北海道医師会ＪＭＡＴ研修に参
加し、ＥＭＩＳ入力訓練の実施等、災
害時における円滑な運用ができるよ
う努めている。

◎道立保健所の取組

ＥＭＩＳ研修会を実施

◎関係団体の取組

災害をテーマとした「小樽市ふるさとまちづくり協働事業」への参画 (公社）北海道理学療法士会後志支部 同左

未実施 ２増加する見込み

◎医療機関の取組

ＥＭＩＳ研修会に参加 3医療機関で実施 同左

（広域災害・救急医療情報システム
（ＥＭＩＳ）の活用）

【評価】
○医療機関、消防団体において、Ｄ
ＭＡＴが有効に機能するため、研修
参加による人材育成や定期的な訓
練参加、企画を実施し、整備を図っ
た。

◎道立保健所の取組

◎医療機関の取組

ＤＭＡＴ研修への参加 2医療機関で実施 同左

（災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の
整備）

指定機関は災害時にＤＭＡＴ
が有効に機能するため、研修参
加による人材育成や定期的な訓
練参加に努め、 整備を図りま
す。

◎市町村の取組

◎関係団体の取組

多数傷病者訓練の企画、実施 羊蹄山ろく消防組合消防本部 同左

【評価】
○医療機関において、災害拠点病
院と連携し、災害時対応訓練等を実
施することで、体制の強化を図った。

◎道立保健所の取組

◎医療機関の取組

ＢＣＰ，防災マニュアルに基づく各種アクションカードの作成 3医療機関で実施 同左

災害拠点病院は地域の医療
機関等と連携し定期的に訓練を
行うとともに、各種研修等を受講
し、体制の強化に努めます。

◎市町村の取組

災害時対応訓練の実施 4医療機関で実施 同左

各種研修等の受講 3医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

災害拠点病院等連絡協議会への出席 2医療機関で実施 同左

災害拠点病院は、基幹災害拠
点病院や他の災害拠点病院と
の連携強化及び情報共有を図
るため、災害拠点病院等連絡協
議会への出席に努めます。

◎市町村の取組

◎関係団体の取組

◎医療機関の取組

（災害拠点病院の強化）

【課題】
○災害時における医療については、
災害の書類に応じて、災害拠点病
院を核とした医療資源を有効活用す
るとともに、平時から災害対策に資
する関係医療機関等の連携体制を
構築する必要がある。

◎道立保健所の取組

連絡会議への参加、防災マニュアルの策定、訓練・研修会についての実施 未実施

災害拠点病院の耐震化、浸水等対策の実施 災害拠点病院である２医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

同左

◎医療機関の取組

災害拠点病院の耐震化や浸
水等対策を促進します。

◎市町村の取組 【評価】
○全災害拠点病院で耐震化や浸水
等対策を１００％実施している。

◎関係団体の取組

ＤＭＡＴ、ＪＲＡＴ、ＤｏＲＡＴに連動した会員の災害派遣体制の構築 照会した37関係団体のうち、0団体で実施 １増加する見込み

【評価】
○市町村、道（保健所）において、被
災者に対して感染症のまん延防止、
メンタルヘルスケア等のニーズに的
確に対応するため、保健師、栄養士
などによる保健指導及び栄養指導を
実施する等、連携を図った。

避難所などの感染症のまん延防止、メンタルヘルスケア等のニーズに的確
に対応し、保健師、栄養士などによる保健指導及び栄養指導を実施する

4市町村で実施 ３増加する見込み

地域防災訓練への参加（トリアージ・健康教育の実施） 8市町村で実施 １増加する見込み

要援護者台帳の作成・更新の実施 16市町村で実施 １増加する見込み

◎道立保健所の取組

1医療機関で実施 同左

ＤＭＡＴ派遣体制整備 2医療機関で実施 同左

救急医療専門部会の参画 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

◎関係団体の取組

道や市町村は、被災者に対し
て感染症のまん延防止、メンタ
ルヘルスケア等のニーズに的確
に対応するため、保健師、栄養
士などによる保健指導及び栄養
指導を実施するとともに関係機
関、関係団体との連携を図りま
す。

◎市町村の取組

救急キットの設置 13市町村で実施 同左

北海道ＤＭＡＴ指定医療機関
は、道の要請に基づきＤＭＡＴを
災害急性期において被災地に派
遣し、「患者を近隣・広域へ搬送
する際における必要な観察・処
置」、「被災地内の病院における
診療支援」、「被災地内におけるト
リアージ＊ や救命措置」等を行
います。

◎道立保健所の取組

感染症のまん延防止、メンタルヘルスケア等のニーズに的確に対応し、保健
師、栄養士などによる保健指導及び栄養指導の実施に向け、関係機関、関
係団体との連携を図る

倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

高齢者等の安否確認・訪問等の実施 15市町村で実施 ２増加する見込み

避難所運営についてのシミュレーションへの参加 8市町村で実施 ２増加する見込み

ＤＭＡＴ、ＪＲＡＴ、ＤｏＲＡＴに連動した会員の災害派遣体制の構築

◎医療機関の取組

ＤＭＡＴ派遣体制の強化 2医療機関で実施 同左

北後志地域自立支援協議会主催災害対策部先主催ネットワーク会議に参
加

しりべし圏域総合支援センター 同左

◎市町村の取組

◎道立保健所の取組

１増加する見込み

◎道立保健所の取組

◎関係団体の取組

北海道医師会ＪＭＡＴ研修会への参加 照会した37関係団体のうち、0団体で実施 １増加する見込み

ＢＣＰに基づいた訓練（火災訓練、地震想定訓練、対策本設営訓練等）の実
施

4医療機関で実施 同左

消防や高等看護学院の学生等と大規模な受け入れを想定した訓練の
実施

2医療機関で実施 同左

災害拠点病院は、災害におけ
る重篤患者の救命医療等の高
度の診療機能を確保し、被災地
からの患者の受け入れや広域搬
送に係る対応を行い、医薬品・
医療材料等を供給するとともに、
応急用資機材の貸出等により地
域の医療機関を支援します。

◎市町村の取組 【評価】
○医療機関において、災害医療の
連携体制の構築や災害医療体制の
充実強化を図るため、防災訓練を実
施した。
○関係団体においては、北海道医
師会ＪＭＡＴ研修会への参加や全国
老人福祉施設協議会D-WATへの
参画、北後志地域自立支援協議会
主催災害対策部先主催ネットワーク
会議に参加するなど、災害医療の連
携体制の構築や災害医療体制の充
実強化を図った。

災害拠点病院の体制整備、維持を支援 3市町村で実施 同左

（災害医療の連携体制の構築や災
害医療体制の充実強化）

◎医療機関の取組

年１回以上災害拠点病院、ＤＭＡＴ、医師会、他医療機関、自治体等の組
織合同で対策本部の連携や避難所の設営等の総合防災訓練の実施

3医療機関で実施 同左

災害時に災害対策本部を立ち上げ、広域災害救急医療情報システムによる
情報収集・発信を実施できる体制の確保

5市町村で実施

全施設での
実施

　令和５年度実績 未実施

施策
施策の主な取組状況及び翌年度以降の見込状況

取組の評価・課題
令和６年度の取組実績あり 令和７年度の実施見込あり

50 100
全施設の

耐震化整備
の完了

現状より増加

実施件数等
　EMIS操作を含む研修・訓練を実施している
　病院・有床診療所の割合（％）

19 100

体制整備

　地域災害拠点病院数 2 2 現状維持

　北海道保健福祉部調査（R6.4現在）

現状は維持されている

　北海道DMAT指定医療機関数 2 2 現状維持 現状は維持されている

　災害拠点病院における耐震化整備率（％）

北海道医療計画 後志地域推進方針（令和６年度～令和11年度）の推進状況

07　災害医療体制

指標区分 指標名（単位）

地域推進方針における指標 評価年度（上段：実績値、下段：実績年）

令和６年度の評価現状値 目標値
（R11）

目標値の
考え方＊1

現状値の出典
（策定時・見直し時の年次）

中間見直し前 中間見直し後

計画策定時 中間見直し時
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１　推進状況及び評価

R６ R７ R８ R９ R10 R11

15

（R6） （R7） （R8） （R9） （R10） （R11）

2

（R6） （R7） （R8） （R9） （R10） （R11）

0

（R5） （R6） （R7） （R8） （R9） （R10）

0

（R5） （R6） （R7） （R8） （R9） （R10）

＊1　目標値の考え方における「現状」は、計画策定時の数値を基本とする。

２　取組の内容等

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

◎道立保健所の取組

◎医療機関の取組

○ へき地医療拠点病院等が行う
研修会等を通じ、へき地診療所
とへき地医療拠点病院の間の連
携強化に努めます。

◎市町村の取組

へき地診療所とへき地拠点病院の連携強化を図る 照会した12医療機関のうち、0医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

へき地医療拠点病院の研修会への参加 照会した37関係団体のうち、0団体で実施 １増加する見込み

【課題】
○へき地医療拠点病院との困難事
例カンファレンス（対面・オンライン）
による連携強化は、評価結果を得る
まで継続が必要であること。

へき地医療拠点病院との困難事例カンファレンス（対面・オンライン）による
連携の強化

1市町村で実施 １増加する見込み

ドクターヘリ運航不能時のラピッドレスポンスカー要請方法の共有 3消防団体で実施 同左

高規格救急車、消防防災ヘリ
コプター、ドクターヘリなどによる
救急搬送体制の充実を図りま
す。

◎市町村の取組

広域搬送時におけるドクターヘリ・消防防災ヘリなどの積極的な活動支援の
実施

3消防団体で実施 同左

【評価】
○消防団体において、ドクターヘリ
運航不能時のラピッドレスポンスカー
要請方法の共有や広域搬送時にお
けるドクターヘリ・消防防災ヘリなど
の積極的な活動支援を実施すること
で、救急搬送体制の充実を図った。

◎道立保健所の取組

◎医療機関の取組

救急搬送時、必要に応じて看護師を同乗させる （福）北海道社会事業協会岩内病院 同左

◎関係団体の取組

【評価】
○市町村において、必要に応じて、
患者輸送車等の整備を図った。
【課題】
○へき地診療所等における診療の成
果によっては、専門的な医療や高度
な医療を要するとされた場合、へき地
医療拠点病院など病状や緊急性に
応じ、適切な医療機関への紹介・搬
送する体制を確保する必要がある。

患者輸送車の整備 4市町村で実施 同左

◎道立保健所の取組

患者輸送車整備事業への補助金の交付 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎関係団体の取組

◎関係団体の取組

市町村が患者輸送車等を整備
する事業に対して支援し、搬送
体制の整備に取り組みます。

◎市町村の取組

◎医療機関の取組

幅広い診療に対応できる総合
診療医は重要な役割を担うこと
から、医育大学、北海道医師会
等の関係団体や学会などとの連
携の下、総合診療医の養成・確
保に取り組みます。

医師派遣の実施 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

◎関係団体の取組

◎市町村の取組

◎道立保健所の取組

◎医療機関の取組

ICTの活用 照会した12医療機関のうち、0医療機関で実施 同左

◎道立保健所の取組

へき地診療所の医療機器購入に対する補助金の支出 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

１増加する見込み

医師、看護師修学資金貸付制度による専門職の確保 3市町村で実施 同左

へき地診療所の開設 15市町村で実施 同左

町立病院等への運営費補助 5市町村で実施 同左

へき地診療所等の施設・設備
の整備や運営費に対して支援し
ます。

◎市町村の取組 【評価】
○市町村において、へき地診療所
等の施設・設備の整備（へき地診療
所の開設、備品、専門職の確保）や
運営費（医療機器整備費、医師への
委託料の支払い）に対して支援し
た。

◎医療機関の取組

◎関係団体の取組

へき地診療所の指定管理先へ運営交付金を交付による、医療機器整備費
の助成

2市町村で実施 同左

診療所の医師への委託料を支払いによる医療サービスの継続 6市町村で実施 同左

（へき地における診療の機能）

町立病院等の備品整備 7市町村で実施

市町村や最寄りのへき地診療
所等との連携の下、住民の保健
衛生状態を十分把握し、計画的
に無医地区等の実情に即した
保健指導を行います。

◎市町村の取組 【評価】
○市町村において、障がい・要介護
等で医療機関への通院が困難な住
民に対し、福祉有償による移送サー
ビスや患者輸送バス・患者輸送車の
運行を実施している。
○また、透析患者については、通院
費の助成や送迎を実施している。

障がい・要介護等で医療機関への通院が困難な住民に対し、福祉有償によ
る移送サービスを実施

15市町村で実施 同左

患者輸送バス・患者輸送車の運行

◎道立保健所の取組

へき地医療対策事業（整備費）による補助金の支出 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

6市町村で実施 同左

町外医療機関で透析を受けている患者の通院費の助成 5市町村で実施 同左

町外医療機関で透析を受けている患者の送迎 6市町村で実施 同左

（へき地における保健指導）

◎医療機関の取組

広域の地域包括支援センター等との連絡及び地域ケア会議等への出席 （医）創成会羊蹄グリーン病院 同左

◎道立保健所の取組

施策
施策の主な取組状況及び翌年度以降の見込状況

取組の評価・課題
令和６年度の取組実績あり 令和７年度の実施見込あり

関係機関相互の連携により、
適切な保健及び医療サービスが
継続して実施される体制の維
持・構築に努めます。

◎市町村の取組 【評価】
○地域包括支援センター等との連
絡や地域ケア会議等への出席によ
り、体制の維持・構築を図った。

◎関係団体の取組

　令和４年度へき地医療現況調査

現状は維持されている

　巡回診療、医師派遣、代診医派遣の年間実績が
　合算で12回以上のへき地医療拠点病院数
　〔オンライン診療を活用して行った場合も含む〕（か所）

0 １以上
現状より

増加
現状は維持されている

実施件数等

　巡回診療、医師派遣、代診医派遣のいずれかを
　実施するへき地医療拠点病院数（か所）

0 １以上
現状より

増加

体制整備

　へき地診療所数（か所） 15 15 現状維持

　北海道医療計画第８章別表
　（令和５年４月１日現在）

現状は維持されている

　過疎地域等特定診療所数（か所） 2 2 現状維持 現状は維持されている

北海道医療計画 後志地域推進方針（令和６年度～令和11年度）の推進状況

09　へき地医療体制

指標区分 指標名（単位）

地域推進方針における指標 評価年度（上段：実績値、下段：実績年）

令和６年度の評価現状値 目標値
（R11）

目標値の
考え方＊1

現状値の出典
（策定時・見直し時の年次）

中間見直し前 中間見直し後

計画策定時 中間見直し時
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施策
施策の主な取組状況及び翌年度以降の見込状況

取組の評価・課題
令和６年度の取組実績あり 令和７年度の実施見込あり

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

【評価】
○市町村、保健所において、住民向
け に広報誌や啓発資材、ホーム
ページを活用し、夜間における軽症
者受診などの対応で医師が疲弊し
ないよう、普及啓発を図った。

住民向けに広報誌や啓発資材、ホームページを活用した普及啓発を実施 7市町村で実施 ２増加する見込み

◎道立保健所の取組

市町村や関係団体へ啓発資材、ホームページを活用した普及啓発を実施 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

○ 地域の医療機関に勤務する医
師が、夜間における軽症者受診
などの対応で疲弊しないため
に、住民を対象にした懇談会の
開催や広報誌などによる啓発活
動が行われるよう市町村等に働
きかけ、地域全体で医療を支え
る機運の醸成を図ります。

◎市町村の取組

◎医療機関の取組

◎関係団体の取組

○ 北海道のホームページを活用
し、道内の地域医療の現状や地
域医療を確保するための対策に
ついて紹介します。

◎市町村の取組

◎関係団体の取組

【評価】
○保健所において、住民向けに広
報誌や啓発資材、ホームページを
活用し、道内の地域医療の現状や
地域医療を確保するための対策に
ついて、普及啓発を図った。

◎道立保健所の取組

ホームページを活用し、普及啓発を実施 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

北海道地域医師連携支援センターとのより緊密な連携により、へき地医療体
制の確保に向け調整する

倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

○ 北海道へき地医療支援機構に
ついて、北海道地域医師連携支
援センターとのより緊密な連携を
進め、へき地医療体制の確保に
向けた総合的な企画・調整を行
います。

◎市町村の取組 【評価】
○北海道地域医師連携支援セン
ターとのより緊密な連携により、へき
地医療体制の確保を図った。

◎道立保健所の取組

◎関係団体の取組

（行政機関等によるへき地医療の支
援）

啓発資材、ホームページを活用し、普及啓発の実施 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

○ 休日・夜間当番医などの情報
を提供する救急医療情報システ
ムや小児救急電話相談事業の
普及啓発を図ります。

◎市町村の取組

○ へき地医療拠点病院からへき
地診療所等への代診医等の派
遣を行う事業に対して支援しま
す。

◎市町村の取組

◎関係団体の取組

【評価】
○市町村において、広報誌や啓発
資材、ホームページを活用し、 休
日・夜間当番医などの情報を提供す
る救急医療情報システムや小児救
急電話相談事業の普及啓発を図っ
た。

広報誌や啓発資材、ホームページを活用し、普及啓発の実施 14市町村で実施 １増加する見込み

◎道立保健所の取組

【評価】
○今回、照会した医療機関からへき
地医療拠点病院からへき地診療所
等への代診医等の派遣について、
実績がなかったため、評価不可

◎道立保健所の取組

◎医療機関の取組

へき地診療所への代診医の派遣 照会した12医療機関のうち、0医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

○ 医育大学に設置した地域医療
支援センターによる医師派遣、
自治医科大学卒業医師や地域
枠医師の配置、北海道地域医
療振興財団のドクターバンク事
業、緊急臨時的医師派遣事業
等により、へき地診療を支援する
医師の確保を図ります。

◎市町村の取組

◎関係団体の取組

【評価】
○医師派遣希望調査の実施により、
医師確保体制の維持を図った。◎道立保健所の取組

医師派遣希望調査の実施 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

【課題】
○通信技術を応用した画像診断な
ど、遠隔医療の実施に必要なコン
ピューター機器等の整備に対し支援
を行い、医療機関のＩＣＴ活用を推進
する必要がある。

◎道立保健所の取組

遠隔医療実施のために必要なコンピューター機器等整備に係る補助金の交
付

倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

同左

◎関係団体の取組

◎関係団体の取組

○ 医療の地域間格差解消や医
療の質及び信頼性の確保を図
るため、へき地医療拠点病院等
が遠隔医療を実施するために必
要なコンピューター機器等の整
備に対して支援を行います。

◎市町村の取組

医療の地域間格差解消や医療の質及び信頼性の確保を図る 照会した12医療機関のうち、0医療機関で実施

へき地医療従事者を対象とした研修会の開催 照会した12医療機関のうち、0医療機関で実施 同左

◎医療機関の取組

無医地区等への巡回診療の実施 1医療機関で実施 同左

へき地医療対策事業費（運営費）補助金の交付 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

（へき地の診療を支援する医療の機
能）

へき地診療所への医師派遣の実施 1医療機関で実施 同左

◎道立保健所の取組

無医地区等への巡回診療、へ
き地診療所等への医師派遣、へ
き地医療従事者を対象とした研
修会の開催等、へき地医療拠点
病院が行うへき地医療支援活動
に対して支援します。

◎市町村の取組 【課題】
○へき地医療拠点病院は、地域の実
情に応じた無医地区等への巡回診療
並びにへき地診療所からの要請に応
じ、医師等の派遣を行う体制を構築
するなど、へき地の診療を支援する体
制を確保する必要がある。
○医療機関への通院が困難な住民
に対し、通院のための交通手段を確
保する必要がある。
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１　推進状況及び評価

R６ R７ R８ R９ R10 R11

17.5

（R5） （R6） （R7） （R8） （R9） （R10）

○
（０）

（R4） （R5） （R6） （R7） （R8） （R9）

○
（１）

（R5） （R6） （R7） （R8） （R9） （R10）

○
（１）

（R7） （R8） （R9） （R10） （R11） （R12）

1.26

（R7） （R8） （R9） （R10） （R11） （R12）

＊1　目標値の考え方における「現状」は、計画策定時の数値を基本とする。

２　取組の内容等

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○ 各施設での受入や支援の実施 照会した37関係団体のうち、0団体で実施 同左

◎関係団体の取組

地域での生活を支援するため、関係機関と情報共有 照会した37関係団体のうち、0団体で実施 同左

在宅生活に向けた退院指導の実施 1医療機関で実施 同左

地域での生活を支援するため、関係機関と情報共有 4医療機関で実施 同左

地域での生活を支援するため、関係機関と情報共有 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

◎道立保健所の取組

小児慢性特定疾病医療費助成の申請受付 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

20市町村で実施 同左

身体障害者手帳、療育手帳、精神障がい者手帳等に関する相談、手続
きの実施

20市町村で実施 同左

障がい福祉サービスの提供 20市町村で実施 同左

医療的ケア児等コーディネーターの養成と確保 3市町村で実施 同左

療養に関係する助成や制度に係る相談や手続きの実施 20市町村で実施 同左

【療養・療育支援体制の確保】

○ 発達障がいの子ども、重症心身障
がい児、医療的ケア児等が、在宅医
療や療育、短期入所等の福祉サー
ビスなどの支援を身近な地域で受け
られるよう、地域生活を支援する体
制の充実に努めます。

◎市町村の取組

支援の必要な児に対して北後志母子通園センター利用を勧奨 6市町村で実施 同左

地域での生活を支援するため、関係機関と情報共有 20市町村で実施 同左

【評価】
○市町村において、関係機関と連
携しながら、障がい福祉サービスの
提供や 医療的ケア児等コーディ
ネーターの養成と確保、療養に関係
する助成や制度に係る相談や手続
きを実施することで、発達障がいの
子ども、重症心身障がい児、医療的
ケア児等が、在宅医療や療育、短期
入所等の福祉サービスなどの支援を
身近な地域で受けられるよう、地域
生活を支援する体制の充実を図っ
ている。

令和４年１０月より「医療的ケア児総合支援事業」を開始し、医療的ケア
が必要な児童等が利用する障害児通所施設・保育所等に看護師を派遣
する事業の開始

2市町村で実施 同左

児童デイサービスセンター、相談支援センターと連携しながら地域生活
を支援する体制を整備

18市町村で実施 同左

中央児童相談所が実施している巡回相談事業の利用

（小児高度専門医療や療養・療育支援
体制の確保）
 【小児高度専門医療の提供】

大学病院、北海道子ども総合医
療・療育センター、総合周産期母子
医療センターなどとの連携に努めま
す。

◎市町村の取組 【評価】
○医療機関において、三次救急医
療機関との連携の維持を図ってい
る。

小児の三次救急医療機関との連携の維持 6医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

◎道立保健所の取組

◎医療機関の取組

小児専門医療を担う病院における
小児科医師の勤務環境の改善を図
るため、地域の開業医や総合診療
医、関係機関との幅広い連携体制
の構築に努めます。

◎市町村の取組

◎道立保健所の取組

医師の勤務環境改善に資する情報提供 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎関係団体の取組

地域の開業医や総合診療医、関係機関との幅広い連携体制の構築 照会した37関係団体のうち、0団体で実施 同左

◎医療機関の取組

小児科医師の勤務環境改善の維持・改善を図る 5医療機関で実施 同左

「北海道小児地域医療センター」
において、専門医療及び入院を要
する小児患者に対応する小児救急
医療の提供体制や搬送体制の確保
を図ります。

◎市町村の取組 【課題】
○小児科医師の不足により、一部の
病院が小児専門医療及び入院小児
救急医療体制に参加できていないこ
と。

◎道立保健所の取組

◎医療機関の取組

北海道小児地域医療センター（社会福祉法人北海道社会事業協会小
樽病院）の体制維持

3医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

◎関係団体の取組

【小児専門医療及び入院小児救急医療
体制】

◎医療機関の取組

医育大学医学部小児科学講座と連携し、小児科医師の確保 4医療機関で実施 同左

北海道小児救急地域医療研修事業を周知 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

小児救急医療を提供している岩内協会病院へ岩宇４町村で財政支援を
実施

4市町村で実施 同左

北海道社会事業協会余市病院救急医療体制維持補助事業の実施 北後志5町村で実施 同左

羊蹄山麓７町村で実施 同左

【一般の小児医療及び初期小児救急医
療体制】

◎道立保健所の取組

小児医療については、できるだけ
患者の身近なところで提供されるこ
とが望ましいことから、小児救急医療
地域研修事業の受講促進など、一
般の小児医療及び初期小児救急医
療を担う病院・診療所の維持や確保
に努めます。

◎市町村の取組 【評価】
○市町村において、小児救急医療
を担っている医療機関へ財政支援
を実施することで、一般の小児医療
及び初期小児救急医療体制の体制
維持を図っている。
【課題】
○小児科医師が不足しており。小児
救急医療地域研修事業が実施でき
ていない地域がある。

特別支援学級や養護学校に理学療法士を派遣し、学校生活でのポジ
ショニングなどの実施

照会した37関係団体のうち、0団体で実施 同左

小児・障がい児に対する実地研修の実施 照会した37関係団体のうち、0団体で実施 同左

小児救急電話相談事業や救急医
療情報システムの活用を促進すると
ともに、医療機関への適正な受診等
に関する住民の理解を深めるなど、
救急医療について啓発に努めま
す。

◎市町村の取組 【評価】
○市町村、保健所、医療機関にお
いて、広報誌やホームページ、ポス
ター、パンフレット等を用いて、、医
療機関への適正な受診等に関する
住民の理解を深めるなど、救急医療
について啓発を図った。
【課題】
○休日・夜間における軽症患者の増
加などにより、小児科勤務医が長時
間に渡る不規則な勤務を余儀なくさ
れており、その改善を要すること。

北海道小児救急電話事業を広報誌に掲載 3市町村で実施 ４増加する見込み

夜間の急病対応として、夜間急病センターの診療時間等を周知 11市町村で実施 同左

羊蹄山麓７町村から倶知安厚生病院に対し救急医療等体制整備に係る
補助金の交付による体制の確保

外来スペースなどへのポスター掲示やパンフレット設置 3医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

ポスターやパンフレットの掲示 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

北海道小児救急電話相談の案内を北海道保健福祉部地域医療推進局
地域医療課ホームページに掲載

倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

２増加する見込み

ホームページに日本小児科医師会ＨＰ（こどもの救急）の紹介 1市町村で実施 ４増加する見込み

赤ちゃん訪問、乳幼児検診等において、小児科救急体制の指導を実施 14市町村で実施 １増加する見込み

北海道子ども医療電話相談の電話番号等（＃８０００）の周知 16市町村で実施

◎医療機関の取組

◎関係団体の取組

◎道立保健所の取組

ＡＥＤの使用方法を含む救急蘇生
法等講習会を実施します。

◎市町村の取組 【評価】
○市町村、消防団体において、ＡＥ
Ｄの使用方法を含む救急蘇生法等
講習会を実施した。

ＡＥＤの使用方法を含む小児への対応の救急蘇生法等講習会の開催 6市町村で実施 同左

◎道立保健所の取組

（小児医療体制等の確保）
 【相談支援体制等】

救命講習会の開催。 4消防団体で実施 同左

子育て支援センター、保育園、幼稚園、学校に対し救命講習会の実施
の促進

4消防団体で実施 同左

　北海道保健福祉部調
　（令和６年５月現在）

現状は維持されている

施策
施策の主な取組状況及び翌年度以降の見込状況

取組の評価・課題
令和６年度の取組実績あり 令和７年度の実施見込あり

住民の
健康状態等

　乳児死亡率〔千対〕（人） 1.26 1.26以下
現状より

減少

体制確保に
係る圏域

　北海道小児地域医療センター、北海道小児地域支援
　病院による提供体制が確保されている第二次医療圏

○
（１）

○
（１）

現状維持
　北海道保健福祉部調
　（令和６年４月現在）

現状は維持されている

　小児の訪問診療を実施している医療機関のある
　第二次医療圏（医療圏）

○
（１）

○
（１）

現状維持 　令和４年度　NDB〔厚生労働省〕

体制整備

　小児科医療を行う医師数〔小児人口１万人対〕（人） 17.5 18.6以上
全国平均以

上
　令和４年厚生労働省
　「医師・歯科医師・薬剤師調査」

現状は維持されている

　小児の訪問看護を実施している訪問看護事業所
　のある第二次医療圏（医療圏）

○
（０）

○
（１）

全圏域での
実施

　令和３年度　NDB〔厚生労働省〕 現状は維持されている

現状は維持されている

北海道医療計画 後志地域推進方針（令和６年度～令和11年度）の推進状況

11　小児医療体制（小児救急を含む）

指標区分 指標名（単位）

地域推進方針における指標 評価年度（上段：実績値、下段：実績年）

令和６年度の評価現状値 目標値
（R11）

目標値の
考え方＊1

現状値の出典
（策定時・見直し時の年次）

中間見直し前 中間見直し後

計画策定時 中間見直し時

13/30



施策
施策の主な取組状況及び翌年度以降の見込状況

取組の評価・課題
令和６年度の取組実績あり 令和７年度の実施見込あり

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○ 新興感染症が発生した際に、速や
かに入院、外来診療、自宅療養者
等への医療等が提供できるよう、関
係者や関係機関と協議の上、医療
措置協定を締結するなど、平時から
計画的な準備に努めます。また、主
に当該感染症に対応する医療機関
等と当該感染症以外に対応する医
療機関等の役割分担が図られるよう
調整に努めます。

◎市町村の取組 【評価】
○医療措置協定については、医療
人材の応援体制を含め協定の締結
を進めている。

感染棟の設置 真狩村 同左

◎関係団体の取組

発熱外来などの受診にあたっての普及啓発 1消防団体で実施 同左

◎医療機関の取組

4医療機関で実施 同左

◎道立保健所の取組

医療措置協定の普及啓発 倶知安保健所、岩内保健所で実施

医療措置協定への参加

平常時と変わらず病院で可能な限り受け入れいただける体制作りの実施 1消防団体で実施 同左

災害時を想定した医療機関との検討の実施 1消防団体で実施 同左

必要時、医療機関と連携 1消防団体で実施 １増加する見込み

同左

倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

2医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

（小児医療における新興感染症の発生・
まん延への対策）

（災害時を見据えた小児医療体制）

○ 災害時に小児患者に適切な医療
や物資が提供されるよう、災害拠点
病院や地域の中核的医療機関等の
連携体制の確保を進めるなど災害
時における小児医療体制の構築に
努めます。

◎市町村の取組 【評価】
○市町村において、必要に応じて、
災害時個別避難計画を作成するとと
もに、医療機関、消防団体と連携を
図るため、検討会等を実施し、災害
時における小児医療体制の構築を
図った。
【課題】
○災害時における多数小児傷病者
の対応について、平常時から体制を
構築する必要がある。

在宅酸素を使用している医療的ケア児の災害時の対応について、町、
医療機関、消防と検討会を実施

2市町村で実施 ３増加する見込み

災害時個別避難計画を作成する 5市町村で実施 ５増加する見込み

◎道立保健所の取組

災害時の受入体制の整備

必要時、医療機関と連携

○ 国立病院機構独立行政法人北海
道医療センター内に設置されている
移行期医療支援センターを活用し、
小児慢性特定疾病児童やその家
族、医療機関からの相談に対応す
るほか、移行に必要な調整や支援
を行うなど、小児期医療から成人期
医療への円滑な移行を支援します。

◎市町村の取組

北海道立子ども総合医療・療育センターとの連携 （福）北海道社会事業協会小樽病院 同左

◎関係団体の取組

【評価】
○対象がいる場合には必要な情報
提供や支援を行えるよう、体制づくり
を進めていく。

◎道立保健所の取組

各種医療制度による支援に係る情報提供 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

(小児期医療から成人期医療への移行
支援）

○ 医療的ケア児のＮＩＣＵ等からの退
院支援について、在宅医療を担う医
療機関と入院医療機関が連携して
対応することができるよう、訪問診療
医のグループと後方支援を行う医療
機関との連携体制の構築に向けた
支援を行います。

◎市町村の取組

医療機関でのカンファレンスへの参加 3市町村で実施

医療機関でのカンファレンスへの参加 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎関係団体の取組

４増加する見込み

◎道立保健所の取組

４増加する見込み

○ 医療的ケア児及びその家族を含
む小児等の在宅生活について、小
児期から成人期といったフェーズの
変化や地域の実情に応じた支援体
制の構築に向けて、保健・医療・福
祉・教育等の関係者間の連携促進
に取り組みます。

◎市町村の取組

各種医療制度の情報提供 4医療機関で実施 同左

ケア会議、ケース会議、サービス担当者会議等の開催、参加 4医療機関で実施 同左

ケア会議、ケース会議、サービス担当者会議等の開催、参加 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

◎関係団体の取組

◎道立保健所の取組

小児在宅医療を確保できるよう、必要時医療機関に働きかける 照会した37関係団体のうち、0団体で実施 同左

倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

医療機関でのカンファレンスへの参加 照会した37関係団体のうち、0団体で実施 同左

ケア会議、ケース会議、サービス担当者会議等の開催、参加 照会した37関係団体のうち、0団体で実施 １増加する見込み

◎医療機関の取組

小児の在宅生活に向けた関係機関との連携を強化するため、カンファレ
ンスを開催する

1医療機関で実施 同左

各種医療制度の情報提供 照会した37関係団体のうち、0団体で実施 １増加する見込み

8市町村で実施

３増加する見込み

◎道立保健所の取組

小児在宅医療を確保できるよう、必要時医療機関に働きかける 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎関係団体の取組

【評価】
○各関係機関において、医療的ケ
ア児及びその家族を含む小児等の
在宅生活について、小児期から成
人期といったフェーズの変化や地域
の実情に応じた支援体制の構築に
向けて、ケア会議、ケース会議、
サービス担当者会議等の開催及び
参加をすることで、保健・医療・福
祉・教育等の関係者間の連携促進
を図った。

各種医療制度の情報提供 9市町村で実施 ４増加する見込み

ケア会議、ケース会議、サービス担当者会議等の開催、参加

各種医療制度の情報提供

同左

○ 在宅療養中の小児の状態が急変
した際などに適切に対応できるよう、
小児在宅医療を担う医療機関と後
方支援機能を担う医療機関との連
携体制の構築や、小児高度専門医
療を提供する北海道立子ども総合
医療・療育センター等との連携体制
の確保に努めます。

◎市町村の取組

◎医療機関の取組

北海道医師会が実施する北海道小児救急地域医療研修事業に参加す
る

照会した12医療機関のうち、0医療機関で実施 同左

病状に応じて連携して医療を提供する 4医療機関で実施 同左

【課題】
○対応できる医療機関が最低でも
車で30～40分かかる地域（より遠い
地域だと１時間以上かかる場所）に
ある場合は、急変時等の対応が近
隣だけの連携体制では困難であるこ
と。

小児在宅医療を確保できるよう、必要時医療機関に働きかける 5市町村で実施

○ 小児在宅医療の担い手を育成す
るため、医師・看護師等の医療従事
者に対する普及啓発の活用や研修
会への参加を促します。

◎市町村の取組

医師・看護師等の医療従事者の研修参加 1医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

【評価】
○医師・看護師等の医療従事者に
対する普及啓発や研修会により、体
制の維持を図った。

◎道立保健所の取組

医師・看護師等の医療従事者に対する普及啓発や研修会の情報提供 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

小児在宅医療への理解促進 照会した37関係団体のうち、0団体で実施

レスパイト等の受入体制の確保 1医療機関で実施 同左

【小児在宅医療の提供体制の確保】

４増加する見込み

◎道立保健所の取組

保護者や関係機関からの相談対応 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

○ 退院後の医療的ケア児等の保護
者の負担を軽減するための、レスパ
イト等の受入体制の確保に努めま
す。

◎市町村の取組

保護者がレスパイトできるよう家族支援サービスの提供 6市町村で実施 ２増加する見込み

保護者や関係機関からの相談対応 11市町村で実施

◎関係団体の取組

保護者が休息を取れるようサービスを提供 照会した37関係団体のうち、0団体で実施 同左

◎医療機関の取組

【評価】
○各関係機関において、適宜、情報
共有し、医療的ケア児及びその家族
への支援体制の構築を図った。
【課題】
○医療的ケア児に対応できる訪問
看護事業所や児童デイサービスセ
ンター等の数が限られており、今後
利用が増えた際に対応できる体制を
構築する必要がある。
○地域によっては、近隣に療育機関
がないことから、長時間の移動が必
要な場合がある。

医療的ケアに関する研修に参加する 1市町村で実施 ３増加する見込み

関係機関と必要時情報共有し、支援を行う 10市町村で実施 ４増加する見込み

◎道立保健所の取組

医療的ケアに関する研修に参加する 2医療機関で実施 同左

関係機関と必要時情報共有し、支援を行う 3医療機関で実施 同左

関係機関と必要時情報共有し、支援を行う 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

北海道医療的ケア児等支援センターは、医療ケアに関する情報提供や
研修を行う

照会した37関係団体のうち、0団体で実施

北海道医療的ケア児等支援セン
ターを中心として、医療的ケア児及
びその家族への支援体制の構築に
努めます。

◎市町村の取組

医療的ケアに関する研修に参加する 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

１増加する見込み

北海道医療的ケア児等支援センターは、医療的ケア児等コーディネー
ターの養成研修を行う

照会した37関係団体のうち、0団体で実施 同左

◎関係団体の取組

北海道医療的ケア児等支援センターは、関係者や本人、家族からの相
談に対応する

照会した37関係団体のうち、0団体で実施 １増加する見込み

14/30



１　推進状況及び評価

R６ R７ R８ R９ R10 R11

＿

（R3） （R4） （R5） （R6） （R7） （R8）

3

（R4） （R5） （R6） （R7） （R8） （R9）

2

（R6）

0

（R6）

5*2

（R4） （R5） （R6） （R7） （R8） （R9）

5

（R4） （R5） （R6） （R7） （R8） （R9）

5

（R4） （R5） （R6） （R7） （R8） （R9）

5

（R4） （R5） （R6） （R7） （R8） （R9）

4

（R4） （R5） （R6） （R7） （R8） （R9）

5

（R4） （R5） （R6） （R7） （R8） （R9）

5

（R6） （R7） （R8） （R9） （R10） （R11）

5

（R6） （R7） （R8） （R9） （R10） （R11）

＿

（R3） （R4） （R5） （R6） （R7） （R8）

19.8

（R5） （R6） （R7） （R8） （R9） （R10）

＿

（R4） （R5） （R6） （R7） （R8） （R9）

＊1　目標値の考え方における「現状」は、計画策定時の数値を基本とする。

＊2　２地域は、入院支援加算は算定していないが、入退院ルールを定めて活用している

＊3　自宅、老人ホーム（養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム及び有料老人ホーム）での死亡率

２　取組の内容等

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

住民の
健康状態等

　在宅死亡率（％）＊3 20.8 20.8以上
現状より

増加
　令和４年　人口動態調査
　〔厚生労働省〕

現状より
増加

　令和３年度　KDB〔厚生労働省〕

　訪問口腔衛生指導を実施している診療所・病院
　がある地域単位域数（地域単位数）

なし
5

（地域単位）

　在宅ターミナル加算を受けた患者数
　〔1ヶ月当たり〕（人）

8.2 8.2以上

多職種の
取組確保等

　必要な在宅医療体制が構築される
よう、地域単位ごとに課題分析し、在
宅医療に係る研修会の開催など、
地域で在宅医療を担う医療及び介
護従事者等に対する支援を行いま
す。

　在宅医療における必要な医療機
能の確保・強化に向けて、市町村が
実施する在宅医療・介護連携推進
事業の取組と連携しながら包括的か
つ継続的な在宅医療の提供体制を
構築する役割を持つ「在宅医療に
必要な連携を担う拠点」の各地域単
位ごとの整備を進めます。

　住み慣れた地域で暮らしながら医
療を受けられるよう、地域単位での在
宅医療の連携構築を目指し、「在宅
医療に必要な連携を担う拠点」ととも
に地域における包括的かつ継続的な
連携体制づくりを行います。また、市
町村が行う在宅医療・介護連携推進
事業の取組や「在宅医療において積
極的役割を担う医療機関」と連携し、
地域の医療介護資源等の把握や課
題の整理、課題解決に向けた取組を
進め、退院支援から日常の療養支
援、急変時の対応、看取りまで継続し
た医療提供体制の構築を図ります。さ
らに、北海道在宅医療推進支援セン
ターにおける地域課題の把握・分析・
取組の導入検討等の支援を受けなが
ら在宅医療における連携体制の整備
を図ります。

　訪問栄養食事指導を実施している医療機関のある
　地域単位数（地域単位）

　訪問薬剤管理指導・居宅療養管理指導を実施する
　薬局のある地域単位数（地域単位）

　24時間体制の訪問看護事業所のある地域単位数
　（地域単位数）

　歯科訪問診療を実施している診療所のある
　地域単位数（地域単位）

　令和２年度　KDB　〔厚生労働省〕
　令和２年１月１日　住民基本台帳

　現状値と比較する実績値がないため、
　今回、評価不可とする。

ｰ
5

（地域単位）
全地域単位で

の確保
　保健福祉部調

　積極的役割を担う医療機関の指定
については、拠点の指定同様に保
健福祉部地域医療推進局地域医療
課に協力を行っていく。

3

　訪問診療を実施している医療機関（人口10万対）
　（現状値下段：医療機関実数）

24.1
（４８）

24.1以上
現状より

増加

　在宅療養支援診療所又は病院のある地域単位数
　（地域単位）

5
(地域単位）

　令和３年度　NDBオープンデータ
　〔厚生労働省〕

　現状は維持されている。

　在宅医療において積極的役割を担う医療機関の
　ある地域単位（地域単位）

全地域単位で
の確保

5
5

（地域単位）
全地域単位で

の確保
　令和３年度　NDB〔厚生労働省〕 　現状は維持されている。

　拠点の指定は順次、保健福祉部
地域医療推進局地域医療課が進め
ていく予定であることから、地域実態
等を情報提供しながら拠点の指定に
向けた協力を行っていく。

　退院支援を実施している医療機関のある
　地域単位数（地域単位数） ５＊2 5

（地域単位）
全地域単位で

の確保
　令和３年度　NDB〔厚生労働省〕

「在宅医療に必要な連携を担う拠点」の活動への協力 拠点未整備 同左

◎医療機関の取組

在宅医療介護連携推進会議への協力 照会した12医療機関のうち、3医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

◎道立保健所の取組

在宅医療介護連携推進会議の開催 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

北海道在宅医療推進支援センターの活動への協力 倶知安保健所で実施 同左

「在宅医療に必要な連携を担う拠点」の活動への協力 拠点未整備 同左

◎関係団体の取組

「在宅医療に必要な連携を担う拠点」の活動への協力 照会した37関係団体のうち、1関係団体で実施 同左

◎市町村の取組

在宅医療介護連携推進会議への出席 20市町村のうち、16市町村で実施 同左

（地域における連携体制の構築）

「在宅医療に必要な連携を担う拠点」の設定に係る北海道保健福祉部地
域医療課の活動への協力

協力依頼なし 実施する機関が1増加する見込み

◎医療機関の取組

◎関係団体の取組

在宅医療介護や介護に関する研修への協力 照会した37関係団体のうち、1関係団体で実施 同左

「在宅医療に必要な連携を担う拠点」の活動への協力 照会した12医療機関のうち、4医療機関で実施 同左

◎市町村の取組

「在宅医療に必要な連携を担う拠点」の活動への協力 20市町村のうち、6市町村で実施 実施する機関が1増加する見込み

◎道立保健所の取組

(在宅医療に必要な連携を担う拠点の整備)

在宅医療介護連携推進事業や地域ケア会議・地域ケア推進会議への協
力

照会した12医療機関のうち、6医療機関で実施 同左

医療・介護従事者向け研修会の開催 照会した12医療機関のうち、3医療機関で実施 同左

他団体や自治体で企画した研修会への協力 照会した12医療機関のうち、4医療機関で実施 同左

多職種研修会の開催 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

他団体が開催する研修会への協力 倶知安保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

◎市町村の取組

地域ケア会議・地域ケア推進会議の開催 20市町村のうち、18市町村で実施 同左

多職種が出席するケース検討会の開催 20市町村のうち、17市町村で実施 実施する機関が1増加する見込み

在宅医療介護連携推進会議の開催 倶知安保健所、岩内保健所で実施

施策の主な取組状況及び翌年度以降の見込状況

令和６年度の取組実績あり 令和７年度の実施見込あり

（在宅医療を推進するための支援）

施策 取組の評価・課題

在宅医療や介護に関する研修会の開催 20市町村のうち、11市町村で実施 実施する機関が1増加する見込み

◎道立保健所の取組

5
5

（地域単位）
全地域単位で

の確保
　令和３年度　NDB〔厚生労働省〕 　現状は維持されている。

5
5

（地域単位）
全地域単位で

の確保

　令和３年度　NDB
　令和３年度　介護DB
　〔厚生労働省〕

　現状は維持されている。

5
5

（地域単位）
全地域単位で

の確保

4
5

（地域単位）
全地域単位で

の確保
　令和３年度　NDB〔厚生労働省〕 　現状は維持されている。

　令和３年度　NDB〔厚生労働省〕 　現状は維持されている。

5
5

（地域単位）
全地域単位で

の確保
　令和５年度保健所調 　現状は維持されている。

　現状値と比較する実績値がないため、
　今回、評価不可とする。

　地域支援体制加算届出薬局のある地域単位数
　（地域単位）

5
5

（地域単位）
全地域単位で

の確保
　令和５年９月北海道保健福祉部
　調査

　現状は維持されている。

　訪問リハビリテーションを実施している医療機関、
　介護老人保健施設、介護医療院のある二次医療圏
　（地域単位）

全地域単位で
の確保

　令和２年度　KDB　〔厚生労働省〕
　現状値と比較する実績値がないため、
　今回、評価不可とする。

　ほぼ横ばいで推移している。

北海道医療計画 後志地域推進方針（令和６年度～令和11年度）の推進状況

12　在宅医療の提供体制

地域推進方針における指標 評価年度（上段：実績値、下段：実績年）

現状値 中間見直し前

体制整備

機能ごと
の体制等

　現状は維持されており、入退院
ルールの運用が停滞しないよう、積
極的な活用を促す働きかけが必要。

　在宅看取りを実施する医療機関のある地域単位数
　（地域単位数）

　在宅医療において必要な連携を担う拠点のある
　地域単位（地域単位）

ｰ
5

（地域単位）
全地域単位で

の確保
　保健福祉部調

中間見直し後

計画策定時 中間見直し時

指標区分 指標名（単位） 令和６年度の評価目標値
（R11）

目標値の
考え方＊1

現状値の出典
（策定時・見直し時の年次）

【評価】
○在宅医療推進に向け、各在宅医療
圏で会議を開催。地域の現状と今後
の課題について検討をする場になっ
ている。
○市町村では地域ケア会議の場で、
多職種参加により個別支援の検討の
みならず、地域課題について検討が
進んでいる。
○羊蹄地域では、北海道在宅医療推
進センターが介入したことで、町村ご
との分析や研修会の実施が推進さ
れ、他地域への波及効果も一定程度
認められた。
○関係団体の一つである理学療法士
会では在宅医療に関するハンドブック
を作成し配布している。
【課題】
○地域単位ごとに医療従事者や介護
従事者も含めた課題の検討や、課題
にあわせた研修会の開催が必要。

【評価】
○各地域単位（在宅医療圏）の「在宅
医療に必要な連携を担う拠点」は未
整備である。　（R6～11に保健福祉部
地域医療推進局地域医療課が順次
指定予定。
【課題】
○各地域単位において、「在宅医療
に必要な連携を担う拠点」に関する先
行事例の活動や道の指定の状況に
ついて情報収集するとともに、それぞ
れの地域でどのような機関が拠点を
担うことが望ましいか検討が必要。

【評価】
○「拠点」は未整備。
○在宅医療介護連携推進会議を開
催し各地域における課題を共有でき
た。
○羊蹄地域の入退院ルールが作成
され、医療機関と介護従事者がお互
いの立場や役割の理解がすすん
だ。
【課題】
○町村を越えて多職種が地域課題
を共有・検討する場がない。
○医療介護資源の減少により看取り
が困難となっている地域が増加して
いる。各町村での取組みを共有する
とともに施設を含めた自宅等におけ
る看取りの現状を把握しを推進する
必要がある。

同左
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施策の主な取組状況及び翌年度以降の見込状況

令和６年度の取組実績あり 令和７年度の実施見込あり
施策 取組の評価・課題

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○ 　在宅医療を必要とする患者や家族
のニーズに対応できるよう、地域単
位ごとに在宅療養支援診療所・病
院、訪問診療を実施する病院・診療
所・歯科診療所（在宅療養支援歯科
診療所等）、薬局や訪問看護ステー
ションの整備等を支援するとともに、
高齢者の住まいである各施設等を
含め多職種と連携し必要な医療を
効果的・効率的に提供できるよう体
制の強化を図ります。

　在宅緩和ケアにおける医療用麻
薬の適正使用を推進するため、薬
局に勤務する薬剤師を対象とする
各種研修会を通じて、薬局における
医療用麻薬の適切な服薬管理が行
われるよう支援します。

◎関係団体の取組

がん疼痛緩和のための医療用麻薬適正使用推進講習会の周知協力

○

○

◎関係団体の取組

○

　医師、歯科医師、薬剤師、看護
師、介護支援専門員、介護福祉士、
市町村職員などを対象に、在宅医
療を担う人材の育成と多職種間の
連携体制の構築に努めます。

（在宅医療を担う医療機関の整備等）

ICTの活用の検討 照会した12医療機関のうち、1医療機関で実施

◎市町村の取組

ICTを活用した好事例に関する情報収集 倶知安保健所・岩内保健所で実施

　施設を含めた医療と介護の連携を
図るため、地域単位ごとに医療従事
者と介護支援専門員等が円滑に情
報交換を行えるよう支援します。

　住み慣れた地域で安心して暮らし
続けることができるよう、心身の状況
等に応じた適切な住まいの確保と、
安心して日常生活を営むために必
要な生活支援サービスなどの介護
サービスや在宅医療の提供を一体
的にとらえ、地域単位ごとに住宅施
策と福祉施策の連携に努めます。

　医療と介護の連携体制を構築する
ため、ICTを活用した地域医療情報
連携ネットワーク、見守り支援、遠隔
医療等の取組を促進します。

在宅医療介護連携推進会議の開催

◎道立保健所の取組

○ 　医師、歯科医師をはじめ、管理栄
養士、歯科衛生士、リハビリテーショ
ン専門職等の多職種と連携し、一体
的な口腔・栄養管理、リハビリテー
ション・機能訓練が提供されるよう、
介護福祉士を含めた専門職の資質
向上を図り、連携体制の充実に努め
ます。

　患者の病状急変時においては人
生の最終段階において患者本人の
意思が尊重されるよう、在宅医療を
担う医療機関や介護保険施設等の
相互の連携のほか、患者やその家
族、在宅医療に携わる関係者が患
者の意思を共有する人生会議（ＡＣ
Ｐ（アドバンス・ケア・プランニング））
の取組を踏まえた地域単位ごとの連
携体制の構築に努めます。

地域ケア会議の開催 20市町村のうち、16市町村で実施

◎道立保健所の取組

在宅医療提供体制強化事業の推進 倶知安保健所、岩内保健所で実施

◎医療機関の取組

◎医療機関の取組

◎関係団体の取組

未実施

◎市町村の取組

◎道立保健所の取組

みなし訪問看護への取組

◎医療機関の取組

（訪問看護の質の向上）

照会した12医療機関のうち、1医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

○ 　在宅療養中の患者が住み慣れた
地域で生活することができるよう、他
の専門職種と連絡・調整し、生活の
質を確保しながら支援を行うため、
研修を含めた人材育成の充実等を
通じ当圏域の訪問看護を行う看護
職員の資質の向上を図ります。

◎道立保健所の取組

看護連携推進会議の開催

◎市町村の取組

未実施 実施する機関が２増加する見込み

◎関係団体の取組

【評価】
○保健所では研修会等を開催し、
施設での口腔ケアの推進をすすめ
ており、複数の施設で取組みが進ん
でいる。
○医療機関でも歯科衛生士を配置
する等して取り組んでいる。
【課題】
○専門職の不足や住民の関心がな
いことから市町村での取組みがすす
まない。

【評価】
○R6年度は会議を開催できなかっ
た。
【課題】
○R6年度は会議が未開催のため、
今年度開催し実態と課題について
整理していく必要がある。

介護福祉士を含めた専門職の資質向上への協力 照会した37関係団体のうち、0関係団体で実施 実施する機関が1増加する見込み

各入所施設や通所施設における各種専門職の活動状況を把握 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

介護福祉士を含めた専門職の資質向上のため、研修会等を開催 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

一体的な口腔・栄養管理、リハビリテーション・機能訓練の提供 照会した12医療機関のうち、4医療機関で実施 実施する機関が1減少する見込み

介護福祉士を含めた専門職の資質向上に協力 照会した12医療機関のうち、3医療機関で実施 実施する機関が1減少する見込み

同左

◎関係団体の取組

（在宅栄養指導、口腔衛生管理・口腔機能管
理、訪問リハビリテーション体制の充実）

一体的な口腔・栄養管理、リハビリテーション・機能訓練の提供に関する取
組み

20市町村のうち、5市町村で実施 同左

◎道立保健所の取組

施設内での口腔ケアを推進 倶知安保健所、岩内保健所で実施

◎市町村の取組

○ 　医療用麻薬が、薬局から在宅療養
中の患者へ迅速かつ適切に提供さ
れるよう、地域における麻薬在庫情
報の共有を進め、薬局間での融通
など、円滑な供給を図ります。

◎道立保健所の取組

麻薬小売業者間譲渡許可申請状況を把握 倶知安保健所・岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

◎市町村の取組

◎医療機関の取組

支援関係者の資質向上への協力 照会した12医療機関のうち、2医療機関で実施 同左

在宅緩和ケアへの取組み

がん疼痛緩和のための医療用麻薬適正使用推進講習会の参加を推進 倶知安保健所・岩内保健所で実施 同左

薬局における医療用麻薬の取扱状況把握 倶知安保健所・岩内保健所で実施 同左

【評価】
○講習会の開催等は実施できてい
るが、参加状況や薬局における服薬
管理状況は不明である。
【課題】
○在宅緩和ケアと併せ薬局での支
援等の把握等が必要である。

【評価】
○麻薬に関する状況把握を実施で
きた。
【課題】
○医療用麻薬に関する困りごと等の
把握はできていない。

照会した37関係団体のうち、0関係団体で実施 同左

支援関係者の資質向上への協力 照会した37関係団体のうち、0関係団体で実施

（緩和ケア体制の整備）

◎市町村の取組○ 　当圏域の在宅緩和ケアの状況に
ついて把握し、関係者の連携を推
進します。

照会した12医療機関のうち、3医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

在宅緩和ケアの提供に関する状況把握 20市町村のうち、2市町村で実施 実施する機関が1増加する見込み

同左

【評価】
○在宅緩和ケアに関する状況把握
が市町村ですすんでおらず、限られ
た医療機関での取組みのみとなって
いる。
【課題】
○状況把握が不十分であることから
取組を進める必要がある。

◎道立保健所の取組

在宅緩和ケアの提供に関する状況把握 未把握 同左

◎医療機関の取組

◎関係団体の取組

○ 　特に在宅医療の中心的役割を持
つ機能強化型の在宅療養支援診療
所及び病院、機能強化型や24時間
対応可能な訪問看護ステーションが
整備されるまでの間、必要なサービ
スが提供されるよう在宅医療に関わ
る関係者で地域単位ごとに検討しま
す。

同左

地域ケア会議の開催 20市町村のうち、12市町村で実施 同左

多職種が集まる機会の確保 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

在宅医療の提供への協力 照会した12医療機関のうち、5医療機関で実施 同左

◎市町村の取組

在宅医療提供体制強化事業の推進 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

多職種が集まる機会の確保 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

在宅医療の提供への協力 照会した12医療機関のうち、4医療機関で実施 同左

◎道立保健所の取組

実施する機関が2増加する見込み

◎道立保健所の取組

同左

好事例の共有 未実施 同左

同左

ICTの活用の検討 照会した37関係団体のうち、1関係団体で実施 実施する機関が1減少する見込み

◎市町村の取組

同左

◎関係団体の取組

同左

在宅医療介護連携推進会議での検討 未実施 同左

◎医療機関の取組

高齢者の住まいである各施設での在宅医療の提供へ協力 照会した12医療機関のうち、4医療機関で実施 同左

ICTの活用の検討 20市町村のうち、1市町村で実施

住宅施策と福祉施策の連携に関する取組 20市町村のうち、6市町村で実施 同左

入所施設と医療機関の看護職が情報共有するシステムを構築 未実施 同左

◎医療機関の取組

入院から施設入所となる事例の把握

◎関係団体の取組

◎市町村の取組

照会した12医療機関のうち、6医療機関で実施 同左

地域の好事例の共有

各町村の住民の入所施設利用傾向の把握 20市町村のうち、10市町村で実施 実施する機関が1増加する見込み

◎道立保健所の取組

施設の体制の把握。 岩内保健所で実施 実施する機関が1増加する見込み

多職種が集まる機会の周知協力 照会した37関係団体のうち、2関係団体で実施 同左

北後志地域自立支援協議会生活介護主催研修会等の開催 しりべし圏域総合支援センター 同左

◎市町村の取組

◎関係団体の取組

在宅医療介護連携推進会議の開催 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

多職種研修会への協力

事例検討会への協力 照会した12医療機関のうち、5医療機関で実施 同左

院内の多職種連携の推進 照会した12医療機関のうち、6医療機関で実施 同左

照会した12医療機関のうち、3医療機関で実施 同左

多職種が集まる研修会等への参加 20市町村のうち、15市町村で実施 実施する機関が1増加する見込み

多職種が出席する事例検討会の開催 20市町村のうち、12市町村で実施 同左

◎道立保健所の取組

倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

ACPに関する取組及び協力 照会した12医療機関のうち、3医療機関で実施 実施する機関が1増加する見込み

◎関係団体の取組

ACPに関する取組への協力 照会した37関係団体のうち、1関係団体で実施 同左

◎市町村の取組

支援関係者向けACPに関する研修会の開催 岩内保健所で実施 同左

◎市町村の取組

病状急変時・救急搬送時の意思決定への取組

救急バトン（命のバトン）の普及啓発 20市町村のうち、7市町村で実施 実施する機関が1増加する見込み

◎道立保健所の取組

20市町村のうち、6市町村で実施 実施する機関が2増加する見込み

【評価】
○24時間対応可能な訪問看護ス
テーションがなく必要なケアを受けら
れない地域や退院後自宅に戻ること
ができない地域がある。
【課題】
○医療ケアが必要な方への対応を
地域全体で考える体制づくりが必要
である。

【評価】
○岩内では施設看護連携推進会議
において施設と医療機関との連携に
ついて検討するとともにACPの研修を
行い、介護現場におけるACPについ
て考える機会を設けることができた。
○地域から医療機関へ本人の意思を
伝えるための取組みが拡大している。
【課題】
○独居高齢者の増加により、キー
パーソンやケアマネジャーがわからず
救急搬送時の意思決定支援等に支
障を来している。

【評価】
○多職種を対象とした研修会の実
施により、支援者の技術向上へ繋
がっている。研修会のテーマについ
ても地域の実態を把握しながら進め
ることができている。
○関係団体が主催し、多職種研修
会を開催しており、連携体制の構築
につながっている。
【課題】
○今後も会議の開催や研修会を通
じて多職種の連携を進めていく必要
がある。また、関係団体の取組につ
いても情報収集を行いながら、必要
時側面的な支援を行っていく。

【評価】
○羊蹄地域では、入退院ルールを
きっかけとした、医療・介護関係者相
互の理解が進んだ。
○施設に関する情報収集ができてい
ない
【課題】
○今後施設と医療介護関係者との連
携のあり方や施設ごとのサービス提供
体制について把握する必要がある。

【評価】
○住宅施策と福祉施策の連携に関
する取組は町村で実施しているもの
の会議等で共有することができな
かった。また、医療機関による施設
への協力についても同様である。
【課題】
○各町村・医療機関による取組の詳
細を把握し地域全体で共有する必
要がある。

【評価】
○ICTの導入については現状把握
が一部に留まっており、情報収集が
不十分だった。
【課題】
○取組んでいる市町村や医療機関・
関係団体の状況を把握し事例を共
有する必要がある。

【評価】
○在宅医療の提供体制が整わない
地域が増加しており、より多職種連
携が求められれている。
【課題】
○市町村や地域単位(在宅医療圏)
での多職種連携による体制の強化
が必要である。

16/30



施策の主な取組状況及び翌年度以降の見込状況

令和６年度の取組実績あり 令和７年度の実施見込あり
施策 取組の評価・課題

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○ 照会した37関係団体のうち、2関係団体で実施 実施する機関が1増加する見込み

◎関係団体の取組

お薬手帳の普及啓発に協力 照会した37関係団体のうち、0関係団体で実施 同左

照会した37関係団体のうち、1関係団体で実施 同左

倶知安保健所・岩内保健所で実施 同左

◎市町村の取組

　地域単位ごとに、自ら避難すること
が困難な在宅療養中の患者が適切
に避難支援をうけられる体制の構築
を推進します。また、住民に対し、お
薬手帳等の意義について普及啓発
を継続します。

市町村や保健所が開催する会議等に協力

市町村や保健所が実施する会議等に参画

◎道立保健所の取組

◎関係団体の取組

在宅医療介護連携推進会議の開催

市町村や保健所が開催する会議等に協力

◎市町村の取組

個別避難計画を支援関係者と共有

○ 　各市町村・医療機関・関係機関・
関係団体と連携し、各事業所で策
定している業務継続計画（ＢＣＰ）の
共有や、避難行動要支援者への支
援について地域単位全体で検討で
きるよう推進します。

○ 　自宅等における看護の需要に対
応するため、看護の知識・技術の普
及を図ります。

○ 　最期まで自分らしく生きたいと願う患
者の意思に沿った医療が提供できる
よう、日頃から急変時や人生の最終
段階における医療についてどう考える
か、患者本人や患者の大切な存在で
ある家族、かかりつけ医や訪問看護
師をはじめとした医療従事者等が繰り
返し話し合う人生会議（ＡＣＰ:アドバ
ンス・ケア・プランニング））の取組が重
要です。在宅医療における支援関係
者が、在宅療養中の患者の急変に備
え、医療従事者や介護関係者、消防
機関等の間で患者の意思等が共有
できるよう、当圏域全体でＡＣＰの普
及啓発に努めます。

○

◎関係団体の取組

がん疼痛緩和のための医療用麻薬適正使用推進講習会の周知に協力

がん疼痛緩和のための医療用麻薬適正使用推進講習会の参加を推進

無薬局地区での活動推進

○ 　研修会等を通じ、当圏域の薬局や
医療機関の薬剤師が在宅医療へ積
極的に関与することができるよう資
質向上を図ります。

○

◎医療機関の取組

照会した37関係団体のうち、0関係団体で実施 同左

多職種研修会への協力 照会した37関係団体のうち、1関係団体で実施 同左

市町村や保健所が実施する会議等に参画 照会した12医療機関のうち、2医療機関で実施 同左

◎道立保健所の取組

支援関係者が災害時に適切に対応できるよう関係者が話し合う機会の設
定

◎医療機関の取組

◎市町村の取組

個別避難計画の策定を推進

20市町村のうち、8市町村で実施 実施する機関が3増加する見込み

◎関係団体の取組

お薬手帳の普及啓発に協力 照会した37関係団体のうち、0関係団体で実施 同左

未実施 実施する機関が2増加する見込み

20市町村のうち、8市町村で実施 実施する機関が3増加する見込み

個別避難計画の策定を推進 20市町村のうち、9市町村で実施 実施する機関が2増加する見込み

個別避難計画を支援関係者と共有 20市町村のうち、9市町村で実施 実施する機関が2増加する見込み

照会した37関係団体のうち、1関係団体で実施 同左

支援関係者が災害時に適切に対応できるよう関係者が話し合う機会を設
定

未実施 実施する機関が2増加する見込み

◎医療機関の取組

照会した12医療機関のうち、4医療機関で実施 同左

ACPに関する取組への協力 照会した37関係団体のうち、2関係団体で実施 同左

（災害時を見据えた在宅医療の提供体
制の構築）

倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

ACPに関する取組及び協力 照会した12医療機関のうち、3医療機関で実施 同左

支援関係者向けACPに関する研修会の開催 岩内保健所で実施 同左

照会した37関係団体のうち、1関係団体で実施 同左

◎市町村の取組

病状急変時・救急搬送時の意思決定への取組 20市町村のうち、4市町村で実施

救急バトン（命のバトン）の普及啓発 20市町村のうち、6市町村で実施 実施する機関が2増加する見込み

◎道立保健所の取組

市町村が実施する住民向け普及啓発に協力

20市町村のうち、3市町村で実施 実施する機関が2増加する見込み

◎道立保健所の取組

市町村が実施する住民向け普及啓発に協力 倶知安保健所・岩内保健所で実施 同左

実施する機関が2増加する見込み

◎医療機関の取組

市町村が実施する住民向け普及啓発に協力 照会した12医療機関のうち、2医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

住民向け普及啓発を推進

◎市町村の取組

（住民に対する在宅医療の理解の促進）

○ 　往診や訪問診療など在宅医療に
重要な役割を果たすかかりつけ医、
かかりつけ歯科医、かかりつけ薬局
を持つことの必要性、訪問看護、訪
問リハビリテーションや栄養指導の
役割などについて、地域単位ごとに
住民に対する普及啓発に努めるとと
もに、在宅医療に関する情報提供を
行います。

◎道立保健所の取組

同左

◎関係団体の取組

市町村が実施する住民向け普及啓発に協力 照会した37関係団体のうち、1関係団体で実施 同左

市町村が実施する住民向け普及啓発に協力 照会した12医療機関のうち、2医療機関で実施

市町村が実施する住民向け普及啓発に協力 未実施 同左

同左

◎医療機関の取組

◎市町村の取組

住民向け普及啓発 20市町村のうち、7市町村で実施 同左

介護予防事業への薬剤師参加（無薬局町村支援） 泊村、赤井川村

【評価】
○R6年度は薬局をテーマに研修会
を実施し、地域における薬局薬剤師
の活動を考えるきっかけとなった。
【課題】
○無薬局地域には薬剤師会が支援
しているものの未だ薬剤師とのつな
がりが薄い地域もあり、今後の連携
のあり方について検討が必要であ
る。
○「お薬手帳」の活用は定着してい
るが今後も取組みを継続していく。

◎道立保健所の取組

（高度な薬学管理等が可能な薬局や医
療機関の充実）

　多職種研修会等に当圏域の薬局
薬剤師の参画を推進し、薬局間や
関係機関との連携・協力による在宅
患者への薬剤管理指導を促し「お
薬手帳」の活用を含めた在宅医療
の取組の充実を図ります。また、各
薬剤師会等と連携し、薬局がない地
域での服薬支援等を実施します。

◎関係団体の取組

◎道立保健所の取組

薬局薬剤師も対象とした多職種研修会の開催 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

お薬手帳の活用推進 照会した12医療機関のうち、3医療機関で実施 同左

多職種研修会に参加・協力 照会した12医療機関のうち、3医療機関で実施 同左

◎市町村の取組

多職種研修会へ参加・協力 20市町村のうち、6市町村で実施 実施する機関が2増加する見込み

（訪問薬剤管理指導の推進）

【評価】
○R6年度は薬局をテーマに研修会
を実施し、在宅医療における薬剤師
の活動を考えるきっかけとなった。
○今後も、在宅医療に関する研修会
については、薬剤師も対象とし、周
知していく

【評価】
○在宅医療の提供体制が整わない
ため、普及啓発に取り組めない可能
性がある。
【課題】
○自宅で医療を提供することが困難
な地域があるため、住民向けの在宅
医療への情報提供の方法等につい
ては検討が必要がある。

【評価】
○心不全をテーマに専門職向け研
修会を開催することで専門職が正し
い知識を住民へ周知できるよう支援
した。
【課題】
○地域の介護系事業所に所属する
医療職が減少していることから、住
民・介護職ともに看護に関する知識
を持つ必要がある。

【評価】
○研修会等の実施により、ACPの重
要性に対する認識が少しずつ向上
してきている。
【課題】
○多職種間の情報共有が不十分
で、医療・介護・消防などの異なる機
関での連携に課題がある。

【評価】
○防災部門や消防と連携し計画策
定するとともに支援関係者と共有を
している。しかし、半数近くの町村で
計画が未策定となっている。
○市町村が策定した個別避難計画
と当該市町村内の事業所と共有でき
るよう支援が必要である。
【課題】
○支援関係者でも災害の発生が少
ない地域という認識を持っているもの
も少なくなく、災害に対する平時から
の取組を進めていく必要がある。

【評価】
○個別避難計画は約半数の市町村
で策定されており支援関係者と共有さ
れている。
【課題】
○災害時の、医療機関の受け入れ、
災害時の連絡重複など、今後地域全
体で検討していく取組が必要がある。
○支援関係者でも災害の発生が少な
い地域という認識を持っているものも
少なくなく、災害に対する平時からの
取組を進めていく必要がある。
○各事業所で策定された、BCP等の
共有や災害研修を通じ、地域の災害
対策を検討する必要がある。
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取組の内容等
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○ 無歯科医地区がある３町村には、
それぞれ１か所ずつ歯科診療所が
あることから、これらの歯科診療所と
連携を図る等、歯科保健医療サー
ビスの確保に努めます。

◎市町村の取組

◎道立保健所の取組

◎医療機関の取組

◎関係団体の取組

倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

障がい者歯科協力医制度の周知
照会した歯科関係3団体のうち、1団体で実施
（後志歯科医師会）

同左

（３）へき地における歯科保健医療

障がい者歯科協力医との連携 後志歯科医師会、歯科医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

（２）障がい者歯科保健医療

○ 郡市後志歯科医師会等と連携し、
協力医及び協力歯科衛生士の確保
及び資質の向上、歯科保健セン
ターの後方支援体制など歯科医療
ネットワークの充実を図りながら、障
がい者関連施設や在宅の障がい者
への歯科保健対策を推進します。

◎市町村の取組

障がい者（児）の歯科健診及び歯科保健指導 未実施 同左

◎医療機関の取組

【評価】
〇障がい者歯科協力医制度等の周
知を行っている町村は10％と低い状
況です。
【課題】
○障がい者歯科協力医制度等の周
知を行っていく必要があります。

障がい者歯科協力医・協力歯科衛生士制度の周知 2市町村で実施 同左

◎道立保健所の取組

障がい者（児）の実態把握

【評価】
○歯・口腔の健康づくりについて、
各市町村や道立保健所及び関係団
体において実施されています。
【課題】
○歯・口腔の健康づくりについて、
普及啓発を行っていく必要がありま
す。

むし歯予防デー、いい歯の日等にあわせた普及啓発の実施 11市町村で実施 1増加する見込み

歯の健康づくりに関する講演会等の実施 0市町村で実施 1増加する見込み

◎道立保健所の取組

◎関係団体の取組

口腔衛生キャンペーンの実施
照会した歯科関係3団体のうち、2団体で実施
（後志歯科医師会、（一社）北海道歯科衛生士会小樽
支部）

同左

口腔衛生キャンペーンへの参加・協力 倶知安保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

オーラルフレイルの普及啓発
照会した歯科関係3団体のうち、2団体で実施
（後志歯科医師会、（一社）北海道歯科衛生士会小樽
支部）

同左

郡市後志歯科医師会等関係団体
と連携しながら、様々な機会を通じ
て、「8020運動」等、歯・口腔の健康
づくりについて普及啓発を行いま
す。

◎市町村の取組

むし歯予防デー、いい歯の日等にあわせたパネル展等による普及啓発 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

【評価】
○オーラルフレイルや口腔ケアにつ
いて、関係団体及び道立保健所で
は、介護保険施設等に対する研修
会の開催や普及啓発活動を行って
います。
【課題】
○オーラルフレイルや口腔ケアにつ
いて、介護保険施設等に対する研
修会の開催及び普及啓発を引き続
き行っていく必要があります。

後期高齢者歯科健康診査の実施 14市町村で実施 同左

歯科健康相談の実施 9市町村で実施 同左

歯科健康教育の実施 10市町村で実施 2増加する見込み

オーラルフレイルの普及啓発 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

◎道立保健所の取組

介護保険施設等職員に対する研修会の開催 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

介護保険施設等職員に対する研修会の開催
照会した歯科関係3団体のうち、1団体で実施
（後志歯科医師会）

口腔ケアの重要性の普及啓発
照会した37関係団体のうち、3団体で実施
（（一社）羊蹄医師会、後志歯科医師会、（一社）北海道
歯科衛生士会小樽支部）

同左

オーラルフレイル対策として、高齢
者が歯科健診や介護予防事業を利
用できる機会の確保に努め、口腔機
能の維持・向上を推進します。

◎市町村の取組

口腔機能の向上に係る取組 7市町村で実施 2増加する見込み

高齢期の歯科保健医療の推進の
ため、高齢者に対する専門的口腔
ケア提供体制の整備を推進します。

◎市町村の取組

同左

口腔衛生キャンペーンの実施
照会した歯科関係3団体のうち、2団体で実施
（後志歯科医師会、（一社）北海道歯科衛生士会小樽
支部）

同左

口腔機能低下症に対する保健指導 後志歯科医師会、歯科医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

同左

◎関係団体の取組

介護保険施設等職員に対する研修会の開催
照会した歯科関係3団体のうち、1団体で実施
（後志歯科医師会）

同左

後期高齢者歯科健康診査への協力 地元歯科医療機関及び後志歯科医師会で実施 同左

歯科保健指導の実施
地元歯科医療機関、後志歯科医師会及び歯科衛生士
会で実施

同左

【評価】
○高齢者の歯科保健医療対策は、
後期高齢者歯科健康診査の実施率
は65％、歯科健康教育の実施率は
45％です。また、地元歯科医や地元
歯科医療機関と連携し実施していま
す。
【課題】
○今後、後期高齢者歯科健康診査
の実施に向けた検討が必要です。

後期高齢者歯科健康診査の実施 13市町村で実施 同左

歯科健康教育の実施 9市町村で実施

◎関係団体の取組

口腔衛生キャンペーンの実施
照会した歯科関係3団体のうち、2団体で実施
（後志歯科医師会、（一社）北海道歯科衛生士会小樽
支部）

同左

口腔ケアの重要性の普及啓発 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

◎医療機関の取組

3増加する見込み

◎道立保健所の取組

介護保険施設等職員に対する研修会の開催 倶知安保健所、岩内保健所で実施

【評価】
○歯周病予防対策は、市町村にお
ける歯周疾患検診の実施率60％、
歯科相談や健康教育の実施率は約
50％です。また、地元歯科医や地元
歯科医療機関と連携し実施していま
す。
【課題】
○今後、歯周疾患検診の実施に向
けた検討が必要です。

歯周疾患検診の実施 12市町村で実施 同左

歯科相談の実施 9市町村で実施 同左

歯科健康教育の実施 10市町村で実施 1増加する見込み

◎医療機関の取組

歯周疾患検診への協力 地元歯科医療機関及び後志歯科医師会で実施 同左

口腔衛生キャンペーンへの参加・協力 倶知安保健所で実施 同左

むし歯予防デー、いい歯の日等にあわせたパネル展等による普及啓発 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

会員及び住民に向けた口腔ケアに関する研修の開催 －
1増加する見込み
(（公社）北海道栄養士会後志支部)

歯周病予防のため、成人が歯科
健診・保健指導を受ける機会の確保
に努めます。

◎市町村の取組

妊婦歯科健診及び相談の実施 10市町村で実施 1増加する見込み

◎道立保健所の取組

道民歯科保健実態調査の実施 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

フッ化物洗口の普及啓発
照会した歯科関係3団体のうち、1団体で実施
（後志歯科医師会）

同左

◎医療機関の取組

フッ化物塗布事業への協力 地元歯科医療機関及び後志後志歯科医師会で実施 同左

同左

中学校におけるフッ化物洗口の実施 9市町村で実施 1増加する見込み

◎道立保健所の取組

◎関係団体の取組

小学校におけるフッ化物洗口の実施 20市町村で実施 同左

むし歯予防のため、保育所・学校
等におけるフッ化物洗口を推進しま
す。

◎市町村の取組 【評価】
○むし歯予防対策は、市町村では、
フッ化物塗布やフッ化物洗口を実施
しており、小学校におけるフッ化物
洗口は、全市町村において実施して
います。

一方、中学校におけるフッ化物洗
口の実施率は45％と低い状況で
す。
【課題】
○今後、中学校におけるフッ化物洗
口の実施に向けた検討が必要で
す。

フッ化物塗布事業の実施 17市町村で実施 同左

（１）地域歯科保健医療

フッ化物洗口普及支援事業の実施 倶知安保健所、岩内保健所で実施 同左

むし歯予防デー、いい歯の日等にあわせたパネル展等による普及啓発 倶知安保健所、岩内保健所で実施

北海道医療計画 後志地域推進方針（令和６年度～令和11年度）の推進状況

歯科保健医療対策

施策
施策の主な取組状況及び翌年度以降の見込状況

取組の評価・課題

令和６年度の取組実績あり 令和７年度の実施見込あり

保育所・幼稚園等施設におけるフッ化物洗口の実施 19市町村で実施 同左
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施策
施策の主な取組状況及び翌年度以降の見込状況

取組の評価・課題

令和６年度の取組実績あり 令和７年度の実施見込あり

○

○

○

○

○

○

○

○

○ 在宅当番医制等による休日救急
歯科医療の確保を図るとともに、「北
海道救急医療・広域災害情報シス
テム」による医療機関情報の提供を
行います。

◎市町村の取組

◎医療機関の取組

【評価】
○年末年始等の休日救急歯科医療
当番の周知をしている町村の割合
は80％であり、また、歯科医師会に
より適切な対応がなされています。
【課題】
○特になし

年末年始等における休日救急歯科医療当番の周知 16市町村で実施 同左

◎道立保健所の取組

(道）「北海道救急医療・広域災害情報システム」による医療機関情報の周
知

岩内保健所で実施 同左

年末年始等における休日救急歯科医療当番の実施
照会した歯科関係3団体のうち、２団体で実施
（（一社）小樽市歯科医師会、後志歯科医師会）

同左

GW期間中、年末年始など　余市　岩内　羊蹄山麓　3地区で9日間休日診
療確保事業を実施

後志歯科医師会 同左

休日救急歯科医療当番医 歯科医療機関で実施 同左

◎関係団体の取組

◎市町村の取組 【評価】
○歯科医療機関では、病院歯科や
大学病院への紹介等が行なわれて
います。
【課題】
○特になし

◎道立保健所の取組

◎医療機関の取組

北海道歯科医師会と連携し病診連携Webミーテイングの開催（手稲渓仁会
病院、日鋼室蘭病院）

後志歯科医師会 1減少する見込み

◎関係団体の取組

（４）高次歯科医療及び休日救急歯科医
療

病院歯科や大学病院への紹介等 歯科医療機関で実施 同左

病院歯科や大学病院、郡市後志
歯科医師会等の関係団体と連携し
ながら、地域における病診連携や保
健医療福祉関係機関の連携を促進
し、適切な高次歯科医療を提供でき
るネットワークの充実に努めます。
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取組の内容等

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

施策 取組の評価・課題

下記項目（治療研究事業の推進）参照

北海道医療計画 後志地域推進方針（令和６年度～令和11年度）の推進状況

難病対策

施策の主な取組状況及び翌年度以降の見込状況

令和６年度の取組実績あり 令和７年度の実施見込あり

◎市町村の取組　難病法に基づく医療費助成制度
や特定疾患治療研究事業及び児童
福祉法に基づく小児慢性特定疾病
医療費助成制度により患者の医療
費の負担の軽減を図ります。

下記項目（治療研究事業の推進）参照

◎医療機関の取組

下記項目（治療研究事業の推進）参照

◎道立保健所の取組

下記項目（治療研究事業の推進）参照

下記項目（治療研究事業の推進）参照

◎市町村の取組

自立支援医療等公的保険制度利用の相談 社会福祉法人北海道社会事業協会小樽病院 同左

◎関係団体の取組

下記項目（在宅療養への支援）（難病患者・家族への支援）（地域における
難病患者等への支援）参照

◎医療機関の取組

下記項目（在宅療養への支援）（難病患者・家族への支援）（地域における
難病患者等への支援）参照

◎道立保健所の取組

◎関係団体の取組

下記項目（在宅療養への支援）（難病患者・家族への支援）（地域における
難病患者等への支援）参照

下記項目（在宅療養への支援）（難病患者・家族への支援）（地域における
難病患者等への支援）参照

地域医療福祉連携室での相談 社会福祉法人北海道社会事業協会小樽病院 同左

◎市町村の取組

下記項目（難病医療支援ネットワークの推進）参照

介護保険サービス等の社会資源の活用 社会福祉法人徳風会居宅介護支援事業所かるな 同左

医療的ケア児・者等の移動手段に係る地域課題解消に向けた取り組み しりべし圏域総合支援センター 同左

◎医療機関の取組

下記項目（難病医療支援ネットワークの推進）参照

◎道立保健所の取組

下記項目（難病医療支援ネットワークの推進）参照

（治療研究事業の推進）

◎市町村の取組

◎関係団体の取組

下記項目（難病医療支援ネットワークの推進）参照

医療費助成の受付 倶知安保健所、岩内保健所 同左

医療費助成制度の周知 倶知安保健所、岩内保健所 同左

申請手続の補助 真狩村 同左

◎道立保健所の取組

医療費助成制度に係る必要書類の作成
照会した医療機関(精神科及び婦人科を除く）6医療機
関のうち、4医療機関で実施

同左

医療費助成制度の周知
照会した医療機関（精神科及び婦人科を除く）6医療機
関のうち、3医療機関で実施

同左

医療費償還払いの受付 倶知安保健所、岩内保健所 同左

◎医療機関の取組

◎市町村の取組　各保健所で難病等の療養相談に
対応するとともに、保健・医療・福祉
などの関係機関及び多職種が連携
して、各種サービスの計画的・効果
的な提供を促進します。

【評価】
○難病患者家族のつながる機会や専門職
によるリハビリを受ける機会として、難病患
者家族交流会を開催できた。
○各保健所による療養相談に取り組めて
いる。
○関係機関連絡に取り組んでいる医療機
関が少ないが、難病患者が多く通院してい
る医療機関では取り組めている。
○関係機関連絡に取り組んでいる関係機
関が少ないが、難病患者の利用がない関
係機関が含まれていることや連絡を取るべ
きケースがいない等の理由により、差があ
ると考えられる。
○現状では、取り組めていない市町村で
も、該当者がいれば取組をする準備があ
る。
○サービスの少ない地域では、サービス調
整に向けて、必要な対象者にケース会議
等を開催しており、効果的・効率的なサー
ビス提供がなされるよう丁寧な検討がなさ
れている。一方で、疾病の特徴が分から
ず、医療機関とのケース会議等の開催に
ついて、適切な参集範囲の設定や開催の
タイミングに戸惑いを感じている関係機関
がある。
○郡部では特に、神経難病患者へのリハ
ビリテーション経験が乏しいリハビリテー
ション職が多かったが、リハビリテーション
等の職能団体の活動により、リハビリテー
ション職同士のネットワークの再構築が進
み、各地域で互いに相談できる体制構築
が進んでいる。

【課題】
○ケース会議やサービス担当者会議、地
域ケア会議、退院前カンファレンスの開催・
出席をしている機関が少なく、各関係機関
の役割が周知されていない可能性がある。
○医療機関等の通院のため、町村外への
移送のニーズが大きいが、移送サービス
（介護タクシー等）が少なく、調整が必要。
金銭的負担も大きい。これらにより、患者家
族の負担が増大している。

◎関係団体の取組

医療費助成申請手続きの補助 照会した11関係団体のうち、0関係団体で実施 同左

家庭訪問・健康相談の実施 20市町村のうち、8市町村で実施 実施する機関が3増加する見込み

関係機関連絡 20市町村のうち、9市町村で実施 実施する機関が3増加する見込み

（在宅療養への支援）

◎道立保健所の取組

家庭訪問・健康相談 倶知安保健所、岩内保健所 同左

ケース会議、サービス担当者会議、地域ケア会議の開催・出席 20市町村のうち、8市町村で実施 実施する機関が4増加する見込み

退院前カンファレンスの出席 20市町村のうち、6市町村で実施 実施する機関が4増加する見込み

在宅難病患者リハビリテーション事業 倶知安保健所 対象ケースがいる場合に実施

難病患者家族交流会の開催・周知 倶知安保健所、岩内保健所 同左

関係機関連絡 倶知安保健所、岩内保健所 同左

在宅療養支援計画策定・評価事業の実施 対象ケースなし 対象ケースがいる場合に実施

◎医療機関の取組

往診体制の整備
照会した医療機関（精神科及び婦人科を除く）6医療機
関のうち、3医療機関で実施

同左

ケース会議、サービス担当者会議、地域ケア会議の開催・出席 倶知安保健所 対象ケースがいる場合に開催・出席

退院前カンファレンスの出席 対象ケースなし 対象ケースがいる場合に出席

ケース会議、サービス担当者会議、地域ケア会議の開催・出席
照会した医療機関(精神科及び婦人科を除く）6医療機
関のうち、4医療機関で実施

同左

退院前カンファレンスの開催
照会した医療機関（精神科及び婦人科を除く）6医療機
関のうち、3医療機関で実施

実施する機関が1増加する見込み

訪問看護による家庭訪問・健康相談の実施
照会した医療機関（精神科及び婦人科を除く）6医療機
関のうち、3医療機関で実施

同左

関係機関連絡
照会した医療機関(精神科及び婦人科を除く）6医療機
関のうち、4医療機関で実施

同左

関係機関連絡 照会した11関係団体のうち、2関係団体で実施 実施する機関が1増加する見込み

ケース会議、サービス担当者会議、地域ケア会議の開催・出席 照会した11関係団体のうち、2関係団体で実施 実施する機関が1増加する見込み

◎関係団体の取組

ケアマネージャーによるケアマネジメント
照会した2居宅介護支援事業所及び地域包括支援セ
ンターのうち、2団体で実施

同左

◎市町村の取組

対象患者に係る保健所への情報提供 20市町村のうち、6市町村で実施 実施する機関が4増加する見込み

退院前カンファレンスの出席 照会した11関係団体のうち、1関係団体で実施 実施する機関が1増加する見込み

リハビリテーション等の職能団体による研修会
照会したリハビリテーション等の職能団体1団体のうち、
1団体で実施

同左

訪問検診の活用・運営のサポート 対象ケースなし 対象ケースがいる場合に活用・運営のサポートを実施

巡回医療相談の活用・運営のサポート 巡回医療相談の実施なし
巡回医療相談が実施される場合に活用・運営のサ
ポートを実施

巡回医療相談実施時の住民への周知 20市町村のうち、3市町村で実施 実施する機関が2増加する見込み

◎道立保健所の取組

◎関係団体の取組

対象患者に係る保健所への情報提供 照会した37関係団体のうち、1関係団体で実施 同左

◎医療機関の取組

対象患者に係る保健所への情報提供
照会した医療機関（精神科及び婦人科を除く）6医療機
関のうち、1医療機関で実施

実施する機関が1増加する見込み

各種障がい計画等策定・評価時における難病患者の支援方法の検討 20市町村のうち、6市町村で実施 実施する機関が3増加する見込み

自立支援協議会における難病患者の支援方法の検討 20市町村のうち、4市町村で実施 実施する機関が6増加する見込み

◎市町村の取組

障害福祉サービス等の周知及び提供 20市町村のうち、12市町村で実施 実施する機関が1増加する見込み

障害福祉サービス等の周知 倶知安保健所、岩内保健所 同左

◎医療機関の取組

◎道立保健所の取組

障害福祉サービス等の紹介 倶知安保健所、岩内保健所 同左

障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス等の周知 照会した11関係団体のうち、1関係団体で実施 実施する機関が1増加する見込み

障害福祉サービスに係る研修の実施 照会した11関係団体のうち、1関係団体で実施 実施する機関が1増加する見込み

障害福祉サービス等の周知
照会した医療機関（精神科及び婦人科を除く）6医療機
関のうち、2医療機関で実施

同左

◎関係団体の取組

　難病患者等や家族の在宅療養へ
の支援を通して、生活の質（ＱＯＬ）
の向上を図ります。

下記項目（在宅療養への支援）（難病患
者・家族への支援）（地域における難病患
者等への支援）参照

　難病医療協力病院である社会福
祉法人恩賜財団済生会支部北海道
済生会小樽病院、小樽市立病院を
中心とした難病の医療提供体制の
整備を推進します。

下記項目（難病医療支援ネットワークの
推進）参照

　指定難病や特定疾患及び小児慢
性特定疾病の治療研究の推進によ
り、医療の確立や普及を図るととも
に、難病患者等の医療費負担を軽
減します。

【評価】
○指定難病や特定疾患及び小児慢性特
定疾病等の医療費受給により、医療費の
負担軽減はできているものの、申請にサ
ポートが必要な患者や更新申請手続きを
失念する患者がいる。北海道では負担に
配慮した書類の作成や、更新のお知らせ
を行っており、支援者は必要に応じて
個々の患者へのサポートを行っている。
○制度周知に取り組んでいる機関は少な
いが、難病患者が多く通院している医療
機関では周知ができている。
○新たに自立支援医療等公的保険制度
利用の相談に取り組む医療機関や申請
手続の補助に取り組む町村がある。

　必要に応じ、受診が困難な在宅難
病患者に対し、医師や保健師等に
よる訪問検診を活用するとともに、道
が一般社団法人北海道難病連（以
下「北海道難病連」という。）に委託
している巡回医療相談（難病医療・
福祉相談事業）を活用します。

【評価】
○令和６年度は巡回医療相談は実施し
ていない。

　障害者総合支援法に基づく障害
福祉サービス等が円滑に提供される
よう、市町村や保健所の相談窓口な
どにおいて制度の周知を図ります。

【評価】
○全体的にみると周知に取り組んでいる
機関が少ないが、積極的な周知活動に
取り組み、相談やサービス等の支援につ
なげる機関もある。

【課題】
○障害福祉サービス等の周知や紹介に
取り組む市町村や機関が少なく、各関係
機関の役割が周知されていない可能性
がある。

○

○
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施策 取組の評価・課題
施策の主な取組状況及び翌年度以降の見込状況

令和６年度の取組実績あり 令和７年度の実施見込あり
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○

○

○

○

○

○

○
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○
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○

○

○
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○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○
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○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

　難病患者等や家族への相談・援
助、難病に関する正しい知識の普
及啓発、難病患者の団体の育成・
支援等を行っている北海道難病連と
連携を図り、難病患者等とその家族
の療養生活の支援を行います。

【評価】
○北海道難病連の周知に取り組む機関
が少ないことの背景に、関係機関に難病
連の周知が行き届いていないことがあると
考えられ、今後、難病連の役割を知って
もらう必要がある。

◎道立保健所の取組

相談時等北海道難病連に係る情報を提供する 倶知安保健所、岩内保健所

（難病患者・家族への支援）

◎市町村の取組

同左

北海道難病連及び患者家族団体の活動状況の把握 倶知安保健所、岩内保健所 同左

◎医療機関の取組

相談時等北海道難病連に係る情報を提供する 20市町村のうち、3市町村で実施 実施する機関が4増加する見込み

相談時等北海道難病連に係る情報を提供する 照会した11関係団体のうち、0関係団体で実施 同左

◎市町村の取組

相談時等北海道難病連に係る情報を提供する
照会した医療機関（精神科及び婦人科を除く）6医療機
関のうち、2医療機関で実施

実施する機関が1増加する見込み

◎関係団体の取組

小児慢性特定疾病児童等自立支援事業の紹介

小児慢性特定疾病児童等自立支援事業の紹介 20市町村のうち、2市町村で実施 実施する機関が3増加する見込み

岩内保健所 倶知安保健所、岩内保健所

◎医療機関の取組

倶知安保健所、岩内保健所 同左

◎市町村の取組

○ 　小児慢性特定疾病児童やその家
族からの相談に対応する小児慢性
特定疾病児童等自立支援員を活用
し、必要な情報の提供や助言、関係
機関との連絡調整を行うなど、長期
にわたり療養を必要とする児童等の
健全育成や自立を促進します。

【評価】
○対象となるケースは少ないが、必要と
するケースには必要な情報の提供や助
言ができていると考える。

小児慢性特定疾病児童等自立支援員及び関係機関と連携した支援（ケー
ス会議、サービス担当者会議等）

照会した医療機関（精神科及び婦人科を除く）6医療機
関のうち、1医療機関で実施

同左

小児慢性特定疾病児童等自立支援員及び関係機関と連携した支援（ケー
ス会議、サービス担当者会議等）

照会した11関係団体のうち、0関係団体で実施 同左

（地域における難病患者等への支援）

小児慢性特定疾病児童等自立支援事業の紹介
照会した医療機関（精神科及び婦人科を除く）6医療機
関のうち、2医療機関で実施

同左

小児慢性特定疾病児童等自立支援員及び関係機関と連携した支援（ケー
ス会議、サービス担当者会議等）

20市町村のうち、1市町村で実施 実施する機関が4増加する見込み

◎道立保健所の取組

関係者研修の参加 20市町村のうち、3市町村で実施 実施する機関が2増加する見込み

所属機関に対する研修の周知・参加の促し 20市町村のうち、3市町村で実施 実施する機関が2増加する見込み

小児慢性特定疾病児童等自立支援員及び関係機関と連携した支援（ケー
ス会議、サービス担当者会議等）

背景に難病がある患者に係る関係機関との情報共有 20市町村のうち、5市町村で実施 実施する機関が4増加する見込み

所属機関における協議結果の共有 20市町村のうち、5市町村で実施 実施する機関が4増加する見込み

◎関係団体の取組

小児慢性特定疾病児童等自立支援事業の紹介 照会した11関係団体のうち、0関係団体で実施 同左

日々の業務で把握した難病患者の実情や課題の共有、対策の検討 倶知安保健所、岩内保健所 同左

関係機関との協議結果の共有 倶知安保健所、岩内保健所 同左

◎道立保健所の取組

難病対策専門部会の開催（事務局） 倶知安保健所、岩内保健所 同左

◎関係団体の取組

日々の業務で把握した難病患者の実情や課題の共有、対策の検討
照会した医療機関（精神科及び婦人科を除く）6医療機
関のうち、3医療機関で実施

同左

所属機関における協議結果の共有
照会した医療機関（精神科及び婦人科を除く）6医療機
関のうち、3医療機関で実施

同左

関係者向け研修の開催・参加 倶知安保健所、岩内保健所 同左

◎医療機関の取組

○ 　当圏域の実情を踏まえ、医療や療
養上の課題を把握の上、引き続き難
病対策専門部会において、課題解
決に向けた取組を検討するなど、地
域における難病患者等を支援しま
す。

【評価】
○業務を実施する地域の違いによって各
機関の利用者の特徴や取り組む課題が
異なるため、スキルアップを図りたい分野
も様々であることが把握された。
○保健所の取組や前後志地域推進方針
（平成30年度～令和５年度）の評価から、
今後は郡部だけでなく、都市部である小
樽市の課題を把握していく必要性が明ら
かになったことを難病対策専門部会で、
共有できた。
○難病対策専門部会で、保健所の取組
や前後志地域推進方針（平成30年度～
令和５年度）の評価から見えた課題の一
つに災害時の備えがあることを共有でき
た。また、今後災害対策にも取り組む必
要があることを確認できた。

【課題】
○研修参加している機関が少なく、関係
者のスキルアップの機会が少ないことが
背景にあると考えられる。

○ 　難病医療協力病院と連携の上、難
病患者等が「できる限り早期に正し
い診断を受けられ、診断後はより身
近な医療機関で適切な医療を受け
ることができる体制」の整備を推進し
ます。

【評価】
○後志管内の難病医療協力病院は２医
療機関であり、１医療機関での取組がな
されている。
【課題】
○郡部では、難病専門医へのアクセスが
難しい現状もあり、確定診断に至らない
ケースもあると考えられ、遠隔医療のニー
ズが高まっている。また、難病患者が適
切な医療を受けるためには、在宅医療や
それを支えるための後方支援等医療機
関同士の連携の在り方について、今後、
現状や具体的な課題の整理が必要。

所属機関に対する研修の周知・参加の促し 照会した11関係団体のうち、2関係団体で実施 同左

（難病医療支援ネットワークの推進）

日々の業務で把握した難病患者の実情や課題の共有、対策の検討 照会した11関係団体のうち、3関係団体で実施

照会した11関係団体のうち、2関係団体で実施 同左

関係者研修の参加
照会した医療機関（精神科及び婦人科を除く）6医療機
関のうち、2医療機関で実施

同左

所属機関に対する研修の周知・参加の促し
照会した医療機関（精神科及び婦人科を除く）6医療機
関のうち、1医療機関で実施

同左

同左

所属機関における協議結果の共有 照会した11関係団体のうち、1関係団体で実施 同左

関係者研修の参加

関係者向け研修の参加 20市町村のうち、3市町村で実施 実施する機関が1増加する見込み

◎市町村の取組

◎道立保健所の取組

家庭訪問・健康相談の実施 倶知安保健所、岩内保健所 同左

関係者向け研修の周知・参加の促し 20市町村のうち、3市町村で実施 実施する機関が3増加する見込み

健康相談の実施 20市町村のうち、2市町村で実施 実施する機関が4増加する見込み

◎医療機関の取組

難病医療協力病院として、確定診断が困難な難病患者について難病診療
連携拠点病院と連携し適切な医療機関を紹介

照会した医療機関（精神科及び婦人科を除く）6医療機
関のうち、1医療機関で実施

同左

診断がついた難病患者等に係る関係機関連携 倶知安保健所、岩内保健所 同左

関係者向け研修の開催・参加 倶知安保健所、岩内保健所 同左

一般病院として、難病が疑われながらも診断がついていない患者を難病医
療協力病院に紹介

照会した医療機関（精神科及び婦人科を除く）6医療機
関のうち、1医療機関で実施

同左

一般病院として、症状が安定した難病患者の治療
照会した医療機関（精神科及び婦人科を除く）6医療機
関のうち、1医療機関で実施

同左

難病医療協力病院として、難病診療連携拠点病院等や地域の医療機関か
らの要請に応じた難病患者の受入れ

照会した医療機関（精神科及び婦人科を除く）6医療機
関のうち、1医療機関で実施

同左

難病医療協力病院として、症状が安定した難病患者が、かかりつけ医等の
身近な治療・療養を継続するための支援

照会した医療機関（精神科及び婦人科を除く）6医療機
関のうち、1医療機関で実施

同左

関係者向け研修の参加 照会した11関係団体のうち、1関係団体で実施 実施する機関が1増加する見込み

関係者向け研修の参加
照会した医療機関（精神科及び婦人科を除く）6医療機
関のうち、1医療機関で実施

同左

所属機関に対する研修の周知・参加の促し
照会した医療機関（精神科及び婦人科を除く）6医療機
関のうち、1医療機関で実施

同左

移行期医療支援センターの紹介
照会した医療機関（精神科及び婦人科を除く）6医療機
関のうち、1医療機関で実施

実施する機関が1増加する見込み

　北海道医療センター内に設置され
ている移行期医療支援センターを
活用し、小児慢性特定疾病児童や
その家族、医療機関からの相談に
対応するほか、移行に必要な調整
や支援を行うなど、小児期医療から
成人期医療への円滑な移行を支援
します。

【評価】
○対象となるケースは少ないが、必要と
するケースには必要な情報の提供や助
言ができていると考える。

◎関係団体の取組

移行期医療支援センターと連携した支援 照会した11関係団体のうち、0関係団体で実施 同左

移行期医療支援センターと連携した支援 対象ケースなし 対象ケースがいる場合に実施

◎医療機関の取組

必要に応じた小児慢性特定疾病患者に対する移行期医療及び成人期医
療の提供

照会した医療機関（精神科及び婦人科を除く）6医療機
関のうち、2医療機関で実施

同左

○

移行期医療支援センターと連携した支援 20市町村のうち、1市町村で実施 実施する機関が1増加する見込み

◎道立保健所の取組

所属機関に対する研修の周知・参加の促し 照会した11関係団体のうち、2関係団体で実施 同左

◎市町村の取組

◎関係団体の取組
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